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１ 身体障害者手帳について

（１）身体障害者手帳の申請について

病気やけがなどにより、身体に一定以上の障がいがあると認められた方が対象

になります。

①視覚の障がい

②聴覚または平衡機能の障がい

③音声・言語機能またはそしゃく機能の障がい

④肢体不自由

⑤心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう、直腸、小腸、肝臓、ヒト免疫不全ウイル

スによる免疫機能の障がい

〈手続きに必要なもの〉

・指定医師による身体障害者手帳用診断書・意見書（作成日が申請日から３か月

以内のもの）

・顔写真１枚（たて４㎝×よこ３㎝）

（２）身体障害者手帳を紛失・破損した場合

〈手続きに必要なもの〉

・顔写真１枚（たて４㎝×よこ３㎝）

・破損による再交付の場合は、破損した身体障害者手帳

（３）障がいの程度・内容が変化した場合

身体障害者手帳の交付を受けたときと比較して障がいの程度に変化（軽くまた

は重くなる）が生じた場合または身体障害者手帳の交付を受けたときに有してい

た障がいに加えて、それ以外の障がいが生じた場合には、手続きが必要になりま

す。

〈手続きに必要なもの〉

・身体障害者手帳

・指定医師による身体障害者手帳用診断書・意見書（作成日が申請日から３か月

以内のもの）

・顔写真１枚（たて４㎝×よこ３㎝）
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（４）他の市町村へ転出または当市に転入した場合

身体障害者手帳を所持している方で、他の市町村に転出または当市に転入した

方は、住所等の変更手続きが必要になります。

転出の場合は、新住所地の担当窓口で手続きしてください。

〈手続きに必要なもの〉

・身体障害者手帳

（５）身体障害者手帳の返還について

身体障害者手帳の交付を受けた方の障がいがなくなった場合または死亡した場

合は、手続きが必要になります。

〈手続きに必要なもの〉

・身体障害者手帳

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２
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２ 療育手帳について

（１）療育手帳の申請について

室蘭児童相談所又は北海道立心身障害者総合相談所で知的障がいと判定された

方が対象になります。

〈手続きに必要なもの〉

・顔写真１枚（たて４㎝×よこ３㎝）

（２）療育手帳を紛失・破損した場合

〈手続きに必要なもの〉

・顔写真１枚（たて４㎝×よこ３㎝）

・破損による再交付の場合は、破損した療育手帳

（３）療育手帳の確認と変更

療育手帳は数年に一度、障がいの程度の確認が必要です。

療育手帳に記載の次期判定年月が近づきましたら、１８歳未満の方は室蘭児童

相談所、１８歳以上の方は障がい福祉グループにご連絡ください。

また、療育手帳の交付を受けたときに比較して障がいの程度に変化（軽くまた

は重くなる）が生じたと思われる場合は、次期判定年月に関わらず判定を受ける

ことが可能ですので、１８歳未満の方は室蘭児童相談所、１８歳以上の方は障が

い福祉グループにご相談ください。

（４）他の市町村へ転出または当市に転入した場合

療育手帳を所持している方で、他の市町村に転出または当市に転入した方は、

住所等の変更手続きが必要になります。

転出の場合は、新住所地の担当窓口で手続きしてください。

〈手続きに必要なもの〉

・療育手帳

（５）療育手帳の返還について

療育手帳の交付を受けた方の障がいがなくなった場合または死亡した場合は、

手続きが必要になります。

〈手続きに必要なもの〉

・療育手帳

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（１８歳未満の方の判定に関しては室蘭児童相談所：電話４４－４１５２）



- 4 -

３ 精神障害者保健福祉手帳について

（１）精神障害者保健福祉手帳の申請について

精神疾患を有する方のうち、精神障がいのため長期にわたり日常生活または社

会生活への制約がある方が対象になります。

精神疾患には、次のようなものがあります。

①統合失調症

②双極性障がい（躁うつ病）

③てんかん

④薬物やアルコールによる急性中毒またはその依存症

⑤高次脳機能障がい

⑥発達障がい（自閉症、学習障がい、注意欠陥多動性障がい等）

⑦その他の精神疾患

〈手続きに必要なもの〉

・障害年金を受給している方は、年金証書または直近の年金振込通知書

・障害年金を受給していない方は、精神障害者保健福祉手帳用診断書（初診日か

ら６か月を経過した後に作成されたもので、作成日が申請日から３か月以内の

もの）

・顔写真１枚（たて４㎝×よこ３㎝）

（２）精神障害者保健福祉手帳の更新について

精神障害者保健福祉手帳の有効期限は２年です。

２年ごとに更新が必要です。

〈手続きに必要なもの〉

・精神障害者保健福祉手帳

・障害年金を受給している方は、年金証書または直近の年金振込通知書

・障害年金を受給していない方は、精神障害者保健福祉手帳用診断書（作成日が

申請日から３か月以内のもの）

（３）精神障害者保健福祉手帳を変更・紛失した場合

〈手続きに必要なもの〉

・精神障害者保健福祉手帳（変更の場合）

・顔写真１枚（たて４㎝×よこ３㎝）（再交付の場合）
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（４）障がいの程度が変化した場合

精神障害者保健福祉手帳の交付を受けたときと比較して障がいの程度に変化

（軽くまたは重くなる）が生じた場合には、手続きが必要になります。

〈手続きに必要なもの〉

・精神障害者保健福祉手帳

・障害年金を受給している方は、年金証書または直近の年金振込通知書

・障害年金を受給していない方は、精神障害者保健福祉手帳用診断書（作成日が

申請日から３か月以内のもの）

・顔写真１枚（たて４㎝×よこ３㎝）

（５）精神障害者保健福祉手帳の返還について

精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた方の障がいがなくなった場合または死

亡した場合は、手続きが必要になります。

〈手続きに必要なもの〉

・精神障害者保健福祉手帳

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２
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４ 障がい福祉に関する各種相談について

（１）相談支援事業

身体・知的・精神障がいのある方やその家族などからの福祉に関する各種相談

に応じ、情報の提供・助言、障がい福祉サービスの利用援助等の必要な支援を行

う「相談支援事業」を実施しています。

登別市総合相談支援センターｅｎ
え ん

所在地：登別市美園町２－２３－１

電 話：８６－０７０７

開設日・時間：月曜日～金曜日 ９：００～１７：００

土曜日 ９：００～１２：００

休館日：日曜日、祝日、年末年始（１２月３１日～１月３日）

相談料：無料

（２）心身の発達に心配のある児童の相談

心身の発達に不安や心配のある児童に関する相談に応じ、専門職員（臨床心理

士、理学療法士、言語聴覚士、保育士など）が保護者の方と一緒に具体的な育児

方法を考えていきます。

登別市児童デイサービスセンターのぞみ園

所在地：登別市幌別町３―１７－４

電 話：８５－７７２１

開設日・時間：月曜日～金曜日 ９：００～１７：３０

休館日：土・日曜日、祝日、年末年始（１２月２９日～１月３日）

相談料：無料
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（３）身体障がい者・知的障がい者相談員

障がいのある方やその家族などからの相談に応じ、必要な指導や助言を行う身

体障がい者・知的障がい者相談員を任命しています。

〈問い合わせ〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（４）手話通訳者

市は、聴覚などに障がいのある方の日常生活を支援するため、障がい福祉グル

ープ（市役所１階７番窓口）に手話通訳者を配置しています。

市役所での各種手続きのほか、病院の受診時などの手話通訳にも対応します。

※営利目的など、一部対応できない場合があります。詳しくはお問い合わせく

ださい。

〈問い合わせ〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２、FAX０５０－３７３０－８２３０

Eメール welfare2@city.noboribetsu.lg.jp

（５）手話リンク

耳の聞こえない人や聞こえにくい人が、当市ホームページの手話リンクを使って、

手話通訳オペレータを介し当市に問い合わせできます。

事前登録は不要で、利用料・通話料は無料（インターネット通信料は自己負

担）。操作は、トップページのバナーから説明ページに進み、リンクをクリックす

るとサービス利用ページに接続されます。

〈問い合わせ〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２、FAX０５０－３７３０－８２３０

Eメール welfare2@city.noboribetsu.lg.jp

区分 氏名 電話番号 相談の対象

身体障がい者

相談員

今 順子
こん じゅんこ

８６－４１０２

身体に障がいのある方や

その家族
佐藤 節子
さ と う せ つ こ

８８－４２１８

荒木 やよい
あ ら き

８５－１５１５

知的障がい者

相談員 東田 美智子
ひがしだ み ち こ

８５－２６０７
知的障がい・発達障がいの

ある方やその家族
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５ 医療費等助成制度について

（１）重度心身障害者医療費助成制度について

医療機関に支払う医療費のうち、保険診療医療費（精神障害者保健福祉手帳１

級の方は入院に係るものを除く）の自己負担の一部を助成します。

※助成を受けるためには、事前に受給者証の交付手続きが必要です。

〈対象となる方〉

・身体障害者手帳１級、２級及び３級の内部障がいの方

・ＩＱが５０以下の知的障がいと判定または診断された方

・精神障害者保健福祉手帳１級の方

〈手続きに必要なもの〉

・身体障害者手帳または療育手帳（ＩＱ３６～５０の方はＩＱが分かる診断書等）

もしくは精神障害者保健福祉手帳

・健康保険の資格がわかるもの（マイナポータルの健康保険情報、健康保険者が

発行する資格確認書）

※所得課税証明書等が必要な場合があります。詳しくはお問い合わせください。

〈６５歳から７４歳の方へ〉

この制度を利用するには国民健康保険や健康保険組合等から後期高齢者医療制

度に加入する必要があります。

なお、後期高齢者医療制度の加入に伴い、保険料等が変更になりますので、詳

細については担当にご相談ください。

〈問い合わせ・手続き先〉

年金・長寿医療グループ（医療助成担当）：電話８５－２１３７

（２）入院助産制度について

保健上必要があるにもかかわらず、経済的な理由などで入院・助産を受けられ

ない妊産婦を対象に、指定医療機関（助産施設）での入院・出産に必要な費用を

助成しています。

〈助成対象〉

登別市に住民票のある市内居住者で、母子健康手帳の交付を受けている方のう

ち、次の基本要件のいずれかに該当し、かつ、税額等要件のいずれかに該当して

いる方

①基本要件

・異常分娩のおそれがある方

・多子家族などのため、住宅が狭い方

・家族が病弱、高齢などで介護ができず、知人などの介護も期待できない方

・不衛生などで住居の環境が悪く、家庭内で安全な出産が期待できない方

②税額等要件

・生活保護を受給している世帯

・当該年度分の市民税が非課税の世帯
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・当該年度分の市民税が課税の世帯または前年分の所得税額が１９，０００円

までの世帯で、健康保険などから支給される出産一時金が４８８，０００円

未満の世帯

〈助産施設〉

※市内には、本制度を利用できる施設はありません。

〈助成内容〉

・生活保護受給世帯以外の方は、税額等の区分により費用の一部を助成します。

・生活保護受給世帯は、自己負担はありません。

〈手続きに必要なもの〉

・母子健康手帳

・世帯全員分の健康保険の資格がわかるもの（マイナポータルの健康保険情報、

健康保険者が発行する資格確認書）

・生活保護受給証明書（生活保護受給世帯のみ）

・市・道民税非課税証明書（非課税世帯のみ世帯全員分）

〈問い合わせ・手続き先〉

こども家庭グループ（こども家庭担当）：電話５７－１０７８

施設名 所在地

製鉄記念室蘭病院 室蘭市知利別町１丁目４５番

日鋼記念病院 室蘭市新富町１丁目５番１３号
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６ 後期高齢者医療制度について

（１）障害認定について

後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方と６５歳から７４歳で一定の障がいの

ある方を対象とした医療制度です。６５歳から７４歳で＜一定の障がいの認定基

準＞に該当する方は、任意で後期高齢者医療制度に加入することができますので、

医療機関での窓口負担や保険料を現在加入している健康保険と比較して加入を判

断してください。

〈一定の障がいの認定基準〉

①国民年金などの障害年金１、２級を受給している方

②身体障害者手帳１級、２級、３級をお持ちの方

③身体障害者手帳４級をお持ちの方で、次のいずれかに該当する方

・下肢障害（両下肢のすべての指を欠くもの）

・下肢障害（一下肢を下腿の二分の一以上で欠くもの）

・下肢障害（一下肢の機能の著しい障害）

・音声障害、言語障害

④精神障害者保健福祉手帳１級、２級をお持ちの方

⑤療育手帳Ａ（重度）をお持ちの方

〈後期高齢者医療制度に加入する場合〉

・現在加入している健康保険を離脱することになります。（脱退手続きについては、

各保険者にご確認ください。）

・新たに加入する方の被扶養者として被用者保険に加入されていた方は、国民健

康保険または被用者保険への加入手続きが必要となります。

・加入する方は後期高齢者医療保険料を納めることになります。（これまで家族の

被扶養者として健康保険に加入されていた方も、新たに保険料を納めることに

なります。）

・高額療養費の自己負担限度額が、現在加入している健康保険の金額から変更に

なる場合があります。

・病院での窓口負担は１割～３割になります。

・後期高齢者医療制度に加入し、その後７５歳になる前に離脱する場合は、他の

医療保険への加入手続きが必要となります。

〈手続きに必要なもの〉

・障がいの状態が確認できる書類（年金証書、身体障害者手帳、精神障害者保健

福祉手帳、療育手帳など）

・自立支援医療受給者証（お持ちの方のみ）

・加入される方の銀行口座がわかるもの

〈問い合わせ・手続き先〉

年金・長寿医療グループ（長寿医療担当）：電話８５－２１３７
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７ 年金・手当制度について

（１）障害基礎年金について

国民年金加入中や国民年金の資格を失ったあと、６０歳以上６５歳未満（日本

国内に在住）の期間中の病気やけがで障がいが残った場合、あるいは２０歳前の

病気やけがで障がいが残った場合、一定の要件を満たしていると、その障がいの

程度により年金が支給されます。

①年金額（令和８年度）

１ 級 １,０５９,１２５円（昭和３１年４月２日以後生まれの方）

１,０５６,１２５円（昭和３１年４月１日以前生まれの方）

２ 級 ８４７,３００円（昭和３１年４月２日以後生まれの方）

８４４,９００円（昭和３１年４月１日以前生まれの方）

※障害等級は国民年金法施行令で定める等級です。

②子の加算（令和８年度）

１人目・２人目の子 １人につき ２４３,８００円

３人目以降の子 １人につき ８１,３００円

〈問い合わせ・手続き先〉

年金・長寿医療グループ（年金担当）：電話８５－２１３７

（２）障害年金生活者支援給付金について

障害基礎年金を受給している方で、一定の要件を満たしていると、その障がい

の程度により給付金が支給されます。

給付金を受けるには、請求書の提出が必要です。

・障害等級１級の方 （月額）７,０２５円

・障害等級２級の方 （月額）５,６２０円

※障害等級は国民年金法施行令で定める等級です。

〈問い合わせ・手続き先〉

年金・長寿医療グループ（年金担当）：電話８５－２１３７

（３）特別障害給付金について

障害基礎年金等を受給していない次の方を対象とした福祉的な措置として設け

られた制度です。

・平成３年３月以前の国民年金任意加入対象者であった学生

・昭和６１年３月以前の国民年金任意加入対象であった厚生年金、共済年金等

の加入者の配偶者

上記の方が、国民年金に任意加入していなかった期間内に「初診日」があり、

現在、障害基礎年金の１、２級相当の障がいに該当する方

〈問い合わせ・手続き先〉

年金・長寿医療グループ（年金担当）：電話８５－２１３７
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（４）障害厚生年金について

厚生年金保険の加入期間中に初診日のある病気やけがによる障がいが、国民年

金の障害基礎年金（１級または２級）に該当する状態の場合に支給されます。

また、障がいの状態が障害基礎年金に該当しなくても、厚生年金の障害等級が

３級に該当する場合に支給されます。

〈問い合わせ・手続き先〉

室蘭年金事務所（お客様相談室）：電話２４－５０６３

（５）特別障がい者手当について

精神または身体に著しく重度の障がいを有するため、日常生活において常時特

別の介護を必要とする状態にある在宅の２０歳以上の方に支給されます。

〈対象となる方〉

次のいずれかの障がいに該当し、常時特別の介護を必要とする２０歳以上の方

・重度の障がいが重複している方

・日常生活がほとんどできない精神障がいのある方

※障がいの程度の詳細についてはお問い合わせください。

※手当の認定にあたっては、所定の診断書の内容により審査します。

〈支給制限〉

次のいずれかに該当する方は、手当を受けることができません。

・養護老人ホームや特別養護老人ホーム、障害者総合支援法に定める障がい者支

援施設に入所している方

・病院、診療所または介護老人保健施設に継続して３か月を超えて入院または入

所している方

・受給者本人と配偶者、扶養義務者の所得が所得制限限度額以上の方

〈支給額〉

月額 ３０，４５０円

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２
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（６）特別児童扶養手当について

精神または身体に一定以上の障がいを有する２０歳未満の児童を養育している

方（父母等）に支給されます（所得制限があります）。

〈支給額〉

１級 月額 ５８，４５０円（令和８年４月現在）

２級 月額 ３８，９３０円（令和８年４月現在）

〈手続きに必要なもの〉

・戸籍謄本

・認定診断書

・申請者名義の通帳

・対象児童の療育、身体障害者手帳（交付の場合のみ）

・個人番号

※世帯員の所得証明書が必要な場合があります。

〈問い合わせ・手続き先〉

こども家庭グループ（こども家庭担当）：電話５７－１０７８

（７）障がい児福祉手当について

２０歳未満の在宅重度障がい児で、日常生活において常時介護を必要とする状

態にある児童に支給されます（所得制限があります）。

〈支給額〉

月額 １６，５６０円

〈対象児童〉

①両眼の視力がそれぞれ０．０２以下の方

②両耳の聴力が補聴器を用いても音声を識別することができない程度の方

（１００ｄＢ以上）

③両上肢の機能に著しい障がいを有する方

④両上肢のすべての指を欠く方

⑤両下肢の用を全く廃した方

⑥両大腿を２分の１以上失った方

⑦体幹の機能の障がいにより座っていることができない程度の障がいを有する方

⑧その他、身体の機能の障がいまたは長期にわたる安静を必要とする病状が、①

～⑦と同程度以上と認められる状態であって、日常生活活動が極度に制限され

る状態にある方

⑨精神の障がいであって、①～⑧と同程度以上と認められる程度の方

⑩身体の機能の障がいもしくは病状または精神の障がいが重複する場合であって、

その状態が①～⑨と同程度以上と認められる程度の方

※視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるものについて

は、矯正視力によって測定します。

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２
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（８）重度心身障がい児介護手当について

２０歳未満の心身に重度の障がいのある方を介護している保護者に支給されま

す。

〈対象となる方〉

身体障害者手帳１級・２級もしくは医師により同等の障がいと認められ｢のぞみ

園｣に入所決定を受けた児童またはＩＱ５０以下もしくはＤＱ５０以下の児童を監

護及び養育している保護者

〈支給額〉

月額 １０,０００円

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（９）児童扶養手当（障がいに係る分）について

父または母が重度の障がいを有する１８歳未満の児童（一定以上の障がい児の

場合は２０歳未満）を養育する方に支給されます。

〈対象となる方〉

父または母の障がいが、両上肢または両下肢の機能に著しい障がいがある場合

や精神に一定の障がいがある場合など、児童扶養手当法施行令で定める程度の状

態にある方など（所得制限があります）。

〈支給額〉（令和８年４月現在）

月額 全部支給

１人のとき ４８，０５０円

２人以上のとき 2 人目以降１人につき １１，３５０円加算

一部支給

１人のとき １１，３４０円～４８，０４０円

２人以上のとき 2 人目以降１人につき ５，６８０円～１１，３４０円加算

〈問い合わせ・手続き先〉

こども家庭グループ（こども家庭担当）：電話５７－１０７８
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（１０）児童扶養手当（障害基礎年金等受給者に係る分）について

これまで、障害基礎年金等を受給している方は、障害基礎年金等の額が児童扶

養手当を上回る場合、児童扶養手当を受給できませんでしたが、令和３年３月分

の手当以降は、児童扶養手当の額が障害年金の子の加算部分の額を上回る場合、

その差額を児童扶養手当として受給できるようになりました。

〈対象となる方〉

児童扶養手当の受給資格を満たし、障害基礎年金等を受給している方

〈支給額〉

児童扶養手当の額が障害年金の子の加算部分の額を上回る場合、その差額を児

童扶養手当として支給。

詳しくは、こども家庭グループへお問い合わせください。

〈問い合わせ・手続き先〉

こども家庭グループ（こども家庭担当）：電話５７－１０７８

（１１）災害遺児手当について

災害により父母または父母いずれかが死亡、もしくは重度の障がい状態（両上

肢または両下肢の機能に著しい障がいがある場合や精神に一定の障がいがある場

合など、児童扶養手当法施行令で定める程度の状態）となったとき、義務教育就

学中の児童を養育している保護者に支給されます。

〈支給額〉

月額 児童１人 １０,０００円

〈問い合わせ・手続き先〉

こども家庭グループ（こども家庭担当）：電話５７－１０７８

（１２）障害者扶養共済制度について

障がいのある人を扶養している保護者が、自らの生存中に毎月一定の掛金を納

めることにより、保護者に万一のこと（死亡・重度障害）があったとき、障がい

のある人に終身一定額の年金を支給する制度です。

〈加入者（保護者）の要件〉

ア 加入時の年度（４月１日から翌年３月３１日まで）の４月１日時点の年齢が

満６５歳未満であること。

イ 特別の疾病または障がいがなく、生命保険契約の対象となる健康状態である

こと

ウ 障がいのある人ひとりに対して、加入できる保護者は一人であること。

〈障がいのある人の範囲〉

ア 知的障がい

イ 身体障害者手帳を所持し、その障がいの程度が１級から３級までに該当する

人

ウ 精神または身体に永続的な障がいのある人（統合失調症、脳性麻痺、進行性

筋萎縮症自閉症、血友病など）で、その障がいの程度が、アまたはイと同程

度と認められたとき
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〈掛金〉

掛金の額は、加入時の年度（4 月 1 日から翌年 3月 31 日まで）の 4月 1 日時点の

加入者の年齢に応じて決まります。掛金は、定められた期間まで払い込みすることにな

ります。

〈支給年金額〉

加入者が死亡あるいは重度の障がい者になった時に支払われます。

１口加入のとき 月額 ２０,０００円

２口加入のとき 月額 ４０,０００円

〈弔慰金の支給〉

1年以上加入した後、加入者の生存中に障がいのある人が死亡したときは、加入期間

に応じて、加入者に弔慰金が支給されます。加入者と障がいのある人が同時に死亡した

ときは、同様の弔慰金が支給されます。なお、加入者の生存中に障がいのある人が死亡

したときは年金は支給されません。

〈問い合わせ・手続き先〉

北海道保健福祉部福祉局 障がい者保健福祉課

電話０１１－２０４－５２７７
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８ 給付・貸与制度について

（１）補装具の給付について

身体障がいのある方や難病患者の失われた身体の機能を少しでも補い、日常生

活や職場生活を容易にするため、補装具の給付や修理を受けることができます。

補装具の品目には、次のものがあります。

※補装具には、品目別に耐用年数及び基準額があります。

※原則、１割の自己負担があります（所得に応じて上限が設定されています）。

※労災により障がいになられた方は、労災による給付制度がありますので、あ

らかじめ室蘭労働基準監督署（電話２３－６１３１）にご相談ください。

〈手続きに必要なもの〉

・身体障害者手帳

・特定疾患医療受給者証

・見積書

※課税証明書、医師の意見書が必要な場合があります。

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（２）軽度・中等度難聴児補聴器の給付について

身体障害者手帳の交付基準に該当しない１８歳未満の軽度・中等度難聴児の日

常生活を容易にするために、補聴器の給付を行います。

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（３）重度障がい者（児）日常生活用具の給付について

在宅で重度の障がいのある方に対し、日常生活を容易にするために、次の用具

を給付します。

障がい区分 補装具の種類

視覚障がい 義眼、眼鏡、盲人安全つえなど

聴覚障がい 補聴器など

肢体不自由 義手、義足、装具、車いす、歩行器、歩行補助杖など

難病 車いす、電動車いす、歩行器、意思伝達装置、整形靴
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種目 障がい及び程度 性能

視覚障がい者用ポー

タブルレコーダー

視覚障がい２級以上の障がい者また

は障がい児。ただし、障がい児につ

いては、原則学齢（小学校就学年

齢）以上の児童とする。

○1 音声等により操作ボタンが知

覚または認 識でき、かつ、

ＤＡＩＳＹ方式による録音並び
デ イ ジ ー

に当該方式により記録された図

書の再生が可能な製品であっ

て、視覚障がい者または障がい

児が容易に使用し得るもの。

または、○2 音声等により操作ボ

タンが知覚または認識でき、か

つＤＡＩＳＹ方式により記録さ
デ イ ジ ー

れた図書の再生が可能な製品で

あって、視覚障がい者または障

がい児が容易に使用し得るも

の。

盲人用時計

視覚障がい２級以上の障がい者。

なお、音声時計は、手指の触覚に障

がいがある等のため触読式時計の使

用が困難な者を対象とする。

視覚障がい者が容易に使用し得

るもの。

点字タイプライター

視覚障がい２級以上のもので、原則

として就学し、または就労してい

る、もしくは就労が見込まれる障が

い者または障がい児。

視覚障がい者または障がい児が

容易に使用し得るもの。

盲人用体温計（音声

式）

視覚障がい２級以上の障がい者また

は障がい児。ただし、障がい者につ

いては単身世帯またはこれに準ずる

世帯に属するものとし、障がい児に

ついては原則学齢（小学校就学年

齢）以上の児童。

視覚障がい者または障がい児が

容易に使用し得るもの。

盲人用血圧計（音声

式）

視覚障がい２級以上の障がい者（障

がい者のみの世帯またはこれに準ず

る世帯で、日常生活上必要と認めら

れる世帯）。

視覚障がい者が容易に使用し得

るもの。

電磁調理器

①視覚障がい２級以上の障がい者

（盲人のみの世帯及びこれに準ず

る世帯）。

②児童相談所または知的障がい者更

生相談所において知的障がい者、

または障がい児と判定され障がい

の程度が重度以上の者。

③精神障害者保健福祉手帳所持者ま

たは精神科医により精神障がい者

と判定された者で１８歳以上の

者。

視覚障がい者または障がい児が

容易に使用し得るもの。
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視覚障がい者用拡大

読書器

視覚に障がいを有するものであっ

て、本装置により文字等を読むこと

が可能な障がい者または障がい児。

ただし、障がい児については、原則

学齢（小学校就学年齢）以上の児童

とする。

画像入力装置を読みたいもの

（印刷物等）の上に置くこと

で、簡単に拡大された画像（文

字等）をモニターに映し出せる

もの。

盲人用体重計

視覚障がい２級以上の障がい者（盲

人のみの世帯及びこれに準ずる世

帯）。

視覚障がい者が容易に使用し得

るもの。

点字図書
主に、情報の入手を点字によってい

る視覚障がい者または障がい児。

点字により作成された図書。

歩行時間延長信号機

用小型送信機

視覚障がい２級以上の障がい者また

は障がい児。ただし、障がい児につ

いては、原則学齢(小学校就学年齢)

以上の児童とする。

視覚障がい者または障がい児が

容易に使用し得るもの。

視覚障がい者用活字

文書読上げ装置

視覚障がい２級以上の障がい者また

は障がい児。ただし、障がい児につ

いては、原則学齢（小学校就学年

齢）以上の児童とする。

文字情報と同一紙面上に記載さ

れた当該文字情報を暗号化した

情報を読み取り、音声信号に変

換して出力する機能を有するも

ので、視覚障がい者または障が

い児が容易に使用し得るもの。

点字ディスプレイ

視覚障がい及び聴覚障がいの重度重

複障がい者または障がい児（原則視

覚障がい２級以上かつ聴覚がい２級

の者）であって、必要と認められる

者。ただし、障がい児については、

原則学齢（小学校就学年齢）以上の

児童とする。

文字等のコンピュータの画面情

報を点字等により示すことので

きるもの。

障がい者用パーソナ

ルコンピュータ周辺

機器及びアプリケー

ションソフト

視覚障がいまたは上肢障がい（文字

を書くことが困難）を有する障がい

者または障がい児。ただし、障がい

児については、原則学齢（小学校就

学年齢）以上の児童とする。

視覚障がい者または障がい児用

ワープロアプリケーションソフ

ト及び画面拡大ソフト並びに画

面音声化ソフト、その他のソフ

トで視覚障がい者または障がい

児がパーソナルコンピュータ使

用にあたり必要と認めるソフト

またはインテリキー及びジョイ

スティック、その他の周辺機器

で上肢障がい者または障がい児

がパーソナルコンピュータ使用

にあたり必要と認める機器。

視覚障がい者用地上

デジタル対応ラジオ

視覚障がい２級以上の障がい者また

は障がい児。ただし、障がい児につ

いては、原則学齢（小学校就学年

齢）以上の児童とする。

テレビ音声の受信が可能なも

の。
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聴覚障がい者用

通信装置

聴覚障がいまたは発声・発語に著し

い障がいを有するものであって、コ

ミュニケーション、緊急連絡等の手

段として必要と認められる障がい者

または障がい児。

一般の電話に接続することがで

き、音声の代わりに、文字等に

より通信が可能な機器であり、

障がい者または障がい児が容易

に使用し得るもの。

聴覚障がい者用

屋内信号装置

聴覚障がい２級以上の障がい者。

（聴覚障がい者のみの世帯またはこ

れに準ずる世帯で、日常生活上必要

と認められる世帯）

音、音声等を視覚、触覚等によ

り知覚できるもの。

聴覚障がい者用

情報受信装置

聴覚障がい者または障がい児であっ

て、本装置によりテレビの視聴が可

能となる者。

字幕及び手話通訳付きの聴覚障

がい者または障がい児用番組並

びにテレビ番組に字幕及び手話

通訳の映像を合成したものを画

面に出力する機能を有し、か

つ、災害時の聴覚障がい者また

は障がい児向け緊急信号を受信

するもので、聴覚障がい者また

は障がい児が容易に使用し得る

もの。

便器

下肢または体幹機能障がい２級以上

の障がい者または障がい児。ただ

し、障がい児については、原則学齢

（小学校就学年齢）以上の児童とす

る。

障がい者または障がい児が容易

に使用し得るもの（手すり付き

またはつけることができるも

の）。ただし取替えにあたり住宅

改修を伴うものを除く。

特殊便器

①上肢障がい２級以上の障がい者ま

たは障がい児。

②児童相談所または知的障がい者更

生相談所において知的障がい者ま

たは障がい児として判定された障

がいの程度が最重度であり訓練を

行っても自ら排便後の処理が困難

な者。ただし、①及び②の障がい

児については、原則学齢（小学校

就学年齢）以上の児童とする。

足踏みペダルにて温水温風を出

し得るものであって知的障がい

者及びその介護者が容易に使用

し得るもの。

ただし、取替えにあたり住宅改

修を伴うものを除く。

特殊マット

①下肢または体幹機能障がい２級以

上の障がい者または障がい児。

②児童相談所または知的障がい者更

生相談所において知的障がい者ま

たは障がい児として判定され障が

いの程度が重度以上の知的障がい

者または障がい児。ただし、①及

び②の障がい児については、原則

３歳以上の児童とする。

褥瘡の防止または失禁等による

汚染または損耗を防止できる機

能を有するものまたはマット

（寝具）にビニール等の加工を

したもの。

特殊尿器

下肢または体幹機能障がい２級以上

の障がい者または障がい児。ただ

し、障がい児については、原則学齢

（小学校就学年齢）以上の児童とす

る。

尿が自動的に吸引されるもの

で、障がい者または障がい児及

びその介護者が容易に使用し得

るもの。
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特殊寝台

下肢または体幹機能障がい２級以上

の障がい者または障がい児。ただ

し、障がい児については、原則学齢

（小学校就学年齢）以上の児童とす

る。

腕、脚等の訓練のできる器具を

付帯し、原則として使用者の頭

部及び脚部の傾斜、角度を個別

に調整できる機能を有するも

の。

訓練いす

下肢または体幹機能障がい２級以上

の障がいを有するもので、原則３歳

以上の障がい児。

原則として付属のテーブルをつ

けるものとする。

入浴担架

下肢または体幹機能障がい２級以上

の障がいを有するもので、入浴にあ

たって家族等他人の介助を要する障

がい者または障がい児。ただし、障

がい児については、原則３歳以上の

児童とする。

障がい者または障がい児を担架

に乗せたままリフト装置により

入浴させるもの。

体位変換器

下肢または体幹機能障がい２級以上

の障がいを有するもので、下着交換

等にあたって、家族等他人の介助を

要する障がい者または障がい児。た

だし、障がい児については、原則学

齢（小学校就学年齢）以上の児童と

する。

介護者が障がい者または障がい

児の体位を変換させるのに容易

に使用し得るもの。

携帯用会話補助装置

音声機能もしくは言語機能に障がい

を有するものまたは肢体不自由者も

しくは肢体不自由児であって、発

声、発語に著しい障がいを有する障

がい者または障がい児。ただし、障

がい児については、原則学齢（小学

校就学年齢）以上の児童とする。

携帯式で、ことばを音声または

文書に変換する機能を有し、障

がい者または障がい児が容易に

使用し得るもの。

入浴補助用具

下肢または体幹機能に障がいを有す

るもので、入浴にあたって家族等の

他人の介助を要する障がい者または

障がい児。ただし、障がい児につい

ては、原則３歳以上の児童とする。

入浴時の移動、座位の保持、浴

槽への入水等を補助でき、障が

い者または障がい児及びその介

助者が容易に使用し得るもの。

ただし、設置にあたり住宅改修

を伴うものを除く。

移動用リフト

下肢または体幹機能障がい２級以上

の障がい者または障がい児。ただ

し、障がい児については、原則３歳

以上の児童とする。

介護者が重度身体障がい者また

は障がい児を移動させるにあた

って、容易に使用し得るもの。

ただし、天井走行型その他住宅

改修を伴うものを除く。

保護ブーツ

下肢もしくは体幹機能に障がいを有

する障がい者または障がい児で、移

動において介助を必要とするもの。

ただし、障がい児については、原則

３歳以上の児童とする。

足部の保護及び保温をする性能

を有し、容易に着脱することが

できるもの。
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移動・移乗支援用具

平衡機能、下肢または体幹機能に障

がいを有するもので、家庭内の移動

において介助を必要とする障がい者

または障がい児。ただし、障がい児

については、原則３歳以上の児童と

する。

おおむね次のような性能を有す

る手すり、スロープ等であるこ

と。

ただし、設置にあたり住宅改修

を伴うものを除く。

ア 障がい者または障がい児の

身体機能の状態を十分に踏ま

えたものであって、必要な強度

と安全性を有するもの。

イ 転倒防止、立ち上がり動作

の補助、移動動作の補助、段

差解消等の用具とする。

居宅生活動作補助用

具

下肢もしくは体幹機能障がいまたは

乳幼児以前の非進行性の脳病変によ

る運動機能障がい（移動機能障がい

に限る）を有する障がい程度等級３

級（特殊便器への取替えをする場合

は、上肢障がい２級）以上の障がい

者または障がい児。ただし、障がい

児については、原則学齢（小学校就

学年齢）以上の児童とする。

障がい者または障がい児の移動

等を円滑にする用具で、設置に

小規模な住宅改修を伴うもの。

透析液加温器

①じん臓機能障がい３級以上で自己

連続携行式腹膜灌流法（ＣＡＰ

Ｄ）による透析療法を行う者。

②身体障害者手帳の交付を受けた児

童であって、当該手帳に身体上の

障がい（じん臓機能障がいに限

る）の程度が３級以上で、原則３

歳以上の者。

透析液を加温し、一定温度を保

つもの。

酸素ボンベ運搬車
医療保険における在宅酸素療法を行

う者。

障がい者が容易に使用し得るも

の。

ネブライザー

呼吸器機能障がい３級以上または同

程度の障がいを有するものであっ

て、必要と認められる障がい者また

は障がい児。ただし、障がい児につ

いては、原則学齢（小学校就学年

齢）以上の児童とする。

障がい者または障がい児及びそ

の介護者が容易に使用し得るも

の。

電気式たん吸引器

呼吸器機能障がい３級以上または同

程度の障がいを有するものであっ

て、必要と認められる障がい者また

は障がい児。ただし、障がい児につ

いては、原則学齢（小学校就学年

齢）以上の児童とする。

障がい者または障がい児及びそ

の介護者が容易に使用し得るも

の。
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頭部保護帽

児童相談所または知的障がい者更生

相談所において知的障がい者または

障がい児として判定され、かつ、障

がいの程度が重度または最重度であ

るものもしくは、精神障害者保健福

祉手帳所持者または精神科医により

精神障がい者と判定された者で、か

つ、てんかんの発作等により頻繁に

転倒する者。

転倒の衝撃から頭部を保護でき

るもの。

歩行補助杖（一本

杖）

平衡機能または下肢もしくは体幹機

能に障がいを有するもので、移動に

おいて杖を必要とする障がい者また

は障がい児。ただし、障がい児につ

いては、原則３歳以上の児童とす

る。

障がい者または障がい児が容易

に使用し得るもの。

点字器
主に、情報の入手を点字によってい

る視覚障がい者または障がい児。

点筆を含み、点字を容易に作成

できるもの。

人工喉頭

音声機能または言語機能に障がいを

有するものであって、発声、発語に

著しい障がいを有する障がい者また

は障がい児。ただし、障がい児につ

いては、原則３歳以上の児童とす

る。

音源を口腔内に導き構音化する

もの。

収尿器

普通便所で排尿が困難な障がい者ま

たは障がい児。

採尿器（袋）や蓄尿袋等で、尿

の逆流防止装置などにより、排

尿が容易にならしめるよう機能

を有すること。ただし、簡易型

の採尿袋は２０枚を１組とす

る。

ストマ用装具

排尿、排便機能に障がいを有する障

がい者もしくは障がい児または脳性

麻痺等脳原性運動機能障がいによ

り、排尿もしくは排便の意思表示が

困難な障がい者もしくは障がい児。

ただし、障がい児については、原則

３歳以上の児童とする。

ストマ用蓄便袋、ストマ用蓄尿

袋またはストマ用装具を装着が

できない場合は紙おむつ、サラ

シ、ガーゼ、脱脂綿、洗腸装具

を給付するものとする。



- 25 -

※脳原性運動機能障がいの場合は、表中の上肢・下肢または体幹機能障がいに準じ

取り扱います。

※聴覚障がい者屋内信号装置には、サウンドマスター、聴覚障がい者用目覚時計、

聴覚障がい者用屋内信号灯を含みます。

※給付種目ごとに、耐用年数及び基準額があります。

※原則、１割の自己負担があります（所得に応じて上限が設定されています）。

※給付品目等は、令和８年４月１日現在です。

〈手続きに必要なもの〉

・身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳

・見積書

※課税証明書が必要な場合があります。

※医師の診断書等が必要な場合があります。

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

火災警報器

火災発生の感知及び避難が著しく困

難な障がい者または障がい児のみの

世帯及びこれに準ずる世帯に属する

ものであって、かつ、次の①から③

までのいずれかに該当するもの。

①障がい等級２級以上障がい者また

は障がい児。

②児童相談所または知的障がい者更

生相談所において知的障がい者ま

たは障がい児と判定され、かつ、

障がいの程度が重度以上のもの。

③精神保健福祉手帳保持者または精

神科医により精神障がい者と判定

された者。

室内の火災を煙または熱により

感知し、音または光を発し、屋

外にも警報ブザーで知らせ得る

もの。

自動消火器

上記に同じ。 室内温度の異常上昇または炎の

接触で自動的に消火液を噴射

し、初期火災を消火し得るも

の。

ファックス

聴覚または音声もしくは言語機能障

がい３級以上の障がい者で、コミュ

ニケーション、緊急連絡等の手段と

して必要と認められる障がい者のみ

の世帯またはこれに準ずる世帯

障がい者が容易に使用し得るも

の。
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（４）難病患者等日常生活用具の給付について

難病患者等に対し、日常生活を容易にするために、次の用具を給付します。

種目 対象者 性能

便器 常時介護を要する者

難病患者等が容易に使用し得るも

の（手すりをつけることができ

る）。

特殊マット 寝たきりの状態にある者

褥創の防止または失禁等による汚

染または損耗を防止できる機能を

有するもの。

特殊寝台 寝たきりの状態にある者

腕、脚等の訓練のできる用具を付

帯し、原則として使用者の頭部及

び脚部の傾斜角度を個別に調整で

きる機能を有するもの。

特殊尿器 自力で排尿できない者

尿が自動的に吸引されるもので難

病患者等または介護者が容易に使

用し得るもの。

体位変換器 寝たきりの状態にある者

介助者が難病患者等の体位を変換

させるのに容易に使用し得るも

の。

入浴補助用具 入浴に介助を要する者

入浴時の移動、座位の保持、浴槽

への入水等を補助でき、難病患者

等または介助者が容易に使用し得

るもの。

移動・移乗支援用具 下肢が不自由な者

おおむね次のような性能を有する手

すり、スロープ等であること。ただ

し、設置にあたり住宅改修を伴うも

のを除く。

ア 難病患者等の身体機能の状態を

十分に踏まえたものであって、必要

な強度と安全性を有するもの。

イ 転倒防止、立ち上がり動作の補

助、移動動作の補助、段差解消等

の用具とする。

電気式たん吸引器 呼吸器機能に障がいのある者
難病患者等または介護者が容易に

使用し得るもの。

ネブライザー 呼吸器機能に障がいのある者
難病患者等または介護者が容易に

使用し得るもの。

移動用リフト
下肢または体幹機能に障がい

のある者

介護者が難病患者等を移動させる

にあたって、容易に使用し得るも

の。

ただし、天井走行型その他住宅改

修を伴うものを除く。

居宅生活動作補助

用具

下肢または体幹機能に障がい

のある者

難病患者等の移動を円滑にする用

具で設置に小規模な住宅改修を伴

うもの。
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※給付種目ごとに、耐用年数及び基準額があります。

※原則、１割の自己負担があります（所得に応じて上限が設定されています）。

※給付品目等は、令和８年４月１日現在です。

〈手続きに必要なもの〉

・特定疾患医療受給者証

・見積書

・医師の診断書

※課税証明書が必要な場合があります。

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（５）高齢者等緊急通報機器の貸与について

慢性疾患等のある在宅のひとり暮らし高齢者等が、急病等の緊急事態が発生し

たときに迅速な救援体制をとることにより、日常生活の不安解消及び人命の安全

を確保するために緊急通報機器を貸与します。

※月額６０５円の利用料金があります（生活保護受給者は無料）。

※合鍵を受注者に預ける必要があります。

〈問い合わせ・手続き先〉

高齢・介護グループ（高齢福祉担当）：電話８５－５７２０

特殊便器 上肢機能に障がいのある者

足踏みペダルにて温水温風を出し

得るもの。ただし、取替えに当た

り住宅改修を伴うものは除く。

訓練用ベッド
下肢または体幹機能に障がい

のある者

腕または脚の訓練ができる器具を

備えたもの。

自動消火器

火災発生の感知及び避難が著

しく困難な難病患者等のみの

世帯及びこれに準ずる世帯

室内温度の異常上昇または炎の接

触で自動的に消化液を噴射し、初

期火災を消火し得るもの。

動脈血中酸素飽和

度測定器（パルス

オキシメーター）

人工呼吸器の装着が必要な者

呼吸状態を継続的にモニタリング

することが可能な機能を有し、難

病患者等が容易に使用し得るも

の。
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（６）外国人高齢者・障害者福祉給付金の支給について

国民年金制度上、無年金にならざるを得なかった在日外国人高齢者・障がい者

で一定の要件を満たしている場合に福祉給付金が支給されます。

〈支給額〉

高齢者 月額 １０,０００円

障がい者 月額 ２５,０００円

〈手続きに必要なもの〉

・所得証明書

・外国人登録証明書の写し〈日本国籍取得者は住民票及び戸籍謄本〉

・身体障害者手帳または療育手帳の写し

〈問い合わせ・手続き先〉

高齢・介護グループ（高齢福祉担当）：電話８５－５７２０

（７）小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業について

小児慢性特定疾病の対象となる児童等に対し、安心した在宅生活がおくれるよ

うに、日常生活用具を給付します（扶養義務者の収入に応じて自己負担金があり

ます）。

〈対象となる児童〉

次の項目の全てに該当する方が対象となります。

・小児慢性特定疾病医療受給者証の交付を受けた方

・登別市に住民票を有し、在宅（施設を含む）での療養が可能な方

・医療保険各法による給付の対象にならない方

・「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」による施策

（重度障がい者（児）日常生活用具の給付）の対象にならない方
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〈対象となる用具〉

〈手続きに必要なもの〉

・日常生活用具給付申請書（申請窓口でお渡しできます。また、市公式ウェブサ

イトから印刷も可能です）

・小児慢性特定疾病医療受給者証の写し

・世帯全員の市民税等に関する状況を確認することができる書類の写し

（対象者の同一世帯で収入のある方全員の当該年度分市民税の課税額を証明す

る書類または生活保護受給証明書）

〈問い合わせ・手続き先〉

こども家庭グループ（こども家庭センター）：電話 ８５－０１００

種目 対象者

便器 常時介助を要する者

特殊マット 寝たきりの状態にある者

特殊便器 上肢機能に障がいのある者

特殊寝台 寝たきりの状態にある者

歩行支援用具 下肢が不自由な者

入浴補助用具 入浴に介助を要する者

特殊尿器 自力で排尿できない者

体位変換器 寝たきりの状態にある者

車いす 下肢が不自由な者

頭部保護帽 発作等により頻繁に転倒する者（在宅以外（入院中又は施設入

所）の者についても対象）

電気式たん吸引器 呼吸器機能に障がいのある者

クールベスト 体温調整が著しく難しい者

紫外線カットクリーム 紫外線に対する防御機能が著しく欠けて、がんや神経障がいを

起こすことがある者

ネブライザー(吸入器) 呼吸器機能に障がいのある者

パルスオキシメーター 人工呼吸器の装着が必要な者

ストーマ装具(消化器系) 人工肛門を造設した者（在宅以外（入院中又は施設入所）の者

についても対象）

ストーマ装具(尿路系) 人工膀胱を造設した者（在宅以外（入院中又は施設入所）の者

についても対象）

人工鼻 人工呼吸器の装着または気管切開が必要な者

チューブ型包帯 皮膚疾患群に罹患しており、軽微な外力により水疱やびらんを

生じ、皮膚障がいを起こすことがある者
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９ 交通機関等の助成制度について

（１）福祉タクシーの助成について

重度身体障がい、重度知的障がいまたは精神障がいのある在宅の方で、一般の

交通機関を利用することが困難な方に対し、タクシーを利用するときの費用の一

部を助成します。

※福祉タクシーの助成又は１０（４）に掲載の「身体障がい者自動車燃料費助

成」のいずれかを選択して利用していただくこととなります。

〈対象となる方〉

・身体障害者手帳１級・２級の下肢、体幹、視覚、内部障がいの方

※総合等級ではなく、各障がいの級数で判断します。

・療育手帳Ａ判定の方

・精神障害者保健福祉手帳１級の方

〈助成内容〉

小型タクシー基本料金相当分、月３回、年間３６回分のタクシー利用券を交付

します。

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（２）タクシー料金割引制度について

身体障がいや知的障がいのある方がタクシーに乗車するとき、身体障害者手帳

及び療育手帳を提示すると乗車料金が１割引になります。

室蘭ハイヤー協同組合では、１割引の精算が簡単にできる「番号入り手帳ケー

ス」の無料交付を行っています。

※電話で依頼すると、後日手帳ケースが郵送されます。

〈問い合わせ・手続き先〉

室蘭ハイヤー協同組合：電話４４－７０３１

（３）ＪＲ運賃・料金の割引について

① 身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方が、Ｊ

Ｒを利用するとき旅客運賃が５割引になります。

・第１種身体障害者手帳、療育手帳Ａ判定、第１種精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けている方

…乗車券・急行券等について、介護者も割引となります。

ただし、単独乗車は、乗車券のみ１０１ｋｍ以上利用の場合となります。

・第２種身体障害者手帳、療育手帳Ｂ判定、第２種精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けている方

…１０１ｋｍ以上利用の場合、本人のみ乗車券が割引となります。

※乗車券購入の際、駅の窓口に手帳を提示してください。
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② 児童扶養手当を受給している方または同一世帯の家族がＪＲの通勤定期乗

車券を購入するときにこども家庭グループの窓口で発行する割引証を提示す

ると３割引になります。

〈問い合わせ・手続き先〉

①に該当する方は、ＪＲ各駅

②に該当する方は、こども家庭グループ（こども家庭担当）：電話５７－１０７８

（４）民営バス運賃の割引について

身体障害者手帳、療育手帳をお持ちの方が、民営バスを利用するとき乗車運賃

が割引になります。

〈対象となる方〉

・身体障害者手帳第１種・療育手帳Ａ判定の方…本人、介護者ともに５割引

・身体障害者手帳第２種・療育手帳Ｂ判定の方…本人のみ５割引

※乗車券購入の際またはバス利用時に手帳を提示してください。

〈問い合わせ〉

最寄りの公共交通事業者

（５）国内航空運賃の割引について

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方が、定期航

空路線の国内線を利用するとき、本人及びその介護者の航空運賃が割引になりま

す。

※航空会社によって割引内容、条件等が異なる場合があります。

※航空券購入の際、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を提

示してください。

〈問い合わせ〉

最寄りの航空会社

（６）有料道路通行料金の割引について

身体障がいのある方が自ら自動車を運転する場合または重度の身体障がい者、

重度の知的障がいのある方を同乗させ、その移動のために介護者が自動車を運転

する場合に、有料道路の通行料が半額になります。

割引を受けるためには申請が必要です。申請は、障がい福祉グループの窓口ま

たは高速道路を運営する事業者のオンライン申請受付サイト（ＥＴＣを利用する

場合のみ）で行えます。

〈割引の対象となる方〉

・身体障害者手帳第１種・療育手帳Ａ判定の方

・身体障害者手帳第２種の方（障がいのある方本人が運転する場合に限ります）。

〈自動車の事前登録について〉

割引を受けるための申請を行う際に、対象となる障がいのある方１人につき、自動

車１台を事前にご登録いただけます（登録できる自動車は、車検証に「自家用」と記
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載されているものに限ります）。

事前登録をしない場合でも割引の申請は可能です。

※事前登録をしない場合は、ＥＴＣを利用して割引を受けることはできません。

※事前登録のない自動車を利用する場合は、料金を支払う料金所において、係員

が障害者手帳の記載事項等と障害者本人の同乗（本人運転又は介護者による運

転）の確認等を行うため、手続きに時間がかかる場合があります。

〈割引の対象となる自動車〉

・事前登録済みの自動車

・事前登録されていない自動車（親族や知人等の所有する自動車、レンタカー、

車検時の代車、タクシー（要介護者のみ）など）

※割引の対象となる自動車は、車検証に「自家用」と記載されているものに限りま

す（介護運転として利用するタクシーを除く）。

〈手続きに必要なもの〉

【ＥＴＣを利用しない場合】

・身体障害者手帳または療育手帳

※自動車の事前登録を行う場合は、車検証（本人、配偶者、直系血族及びその

配偶者、兄弟姉妹及びその配偶者、同居の親族等の名義のもの）が必要です。

【ＥＴＣを利用する場合】

・身体障害者手帳または療育手帳

・車検証（本人、配偶者、直系血族及びその配偶者、兄弟姉妹及びその配偶者、

同居の親族等の名義のもの）

・ＥＴＣカード（障がいのある方本人名義のもの１枚。ただし、障がいのある方

が１８歳未満の場合、親権者または法定後見人名義のＥＴＣカードも対象とな

ります）

・ＥＴＣ車載器の管理番号がわかるもの（ＥＴＣ車載器セットアップ申込書・証

明書など）

※ＥＴＣを利用する場合は、高速道路を運営する事業者のオンライン申請受付

サイトにて申請が行えます。手続き方法などの詳細は、オンライン申請受付

サイトをご確認ください。

（URL https://www.expressway-discount.jp）

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２
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１０ 各種助成制度について

（１）障がい者用自動車改造費助成について

肢体不自由で身体障害者手帳２級以上の方が就労等に伴い、自らが所有し運転

する自動車を障がい者用に改造するとき、その経費の一部を助成します。

〈助成額〉

１件 １００,０００円以内

〈手続きに必要なもの〉

・身体障害者手帳

・運転免許証

・車検証

・見積書

・通帳

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（２）自動車運転免許取得費助成について

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方が、自立更

生のため自動車運転免許を取得しようとするとき、その取得に要する教習料、検

定料などの経費に対して助成します。

※免許取得前に助成の申請手続きが必要です。

〈助成額〉

１件 １０５,０００円以内

〈手続きに必要なもの〉

・身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳

・教習料・検定料領収書

・通帳

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（３）盲導犬取得費助成について

重度の視覚障がい者（１級）の行動範囲を拡大し、社会復帰や自立更生を促進

するために、盲導犬を取得しようとするとき、その取得に要する経費の一部を助成

します。

〈助成額〉

１件 ５７８,０００円以内

〈手続きに必要なもの〉

・身体障害者手帳

・見積書
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・通帳

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（４）身体障がい者自動車燃料費助成について

障害者総合支援法により車いすの給付を受けている障がいのある方、または当

該障がいのある方と生計を一にし、障がいのある方のために自動車を運転する方

が日常生活のために使用する自動車の運行に伴う自動車燃料費のうち、これに含

まれる税額分に相当する費用を助成します。

※身体障がい者自動車燃料費助成又は９（１）に掲載の「福祉タクシーの助成」

のいずれかを選択して利用していただくこととなります。

〈助成内容〉

月３０㍑を限度として、１か月に使用した燃料費の税額相当分

〈手続きに必要なもの〉

・身体障害者手帳

・運転免許証

・車検証

・燃料費領収書

・通帳

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（５）指定ごみ袋の助成について

〈助成対象〉

身体障がい者（１級・２級）の在宅世帯の方、知能指数５０以下と判定または

診断された在宅世帯の方、精神障がい者（１級・２級）の在宅世帯の方や６５歳

以上のねたきり老人世帯の方を対象に家庭系指定ごみ袋を助成します。

※生活保護受給世帯の方は対象となりません。

〈助成内容〉

当該年度の助成認定者に対し、３０㍑の指定ごみ袋２０枚を助成します。

〈助成対象資格認定月日と交付時期〉

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

助成資格認定月日 交付時期

４月１日～６月３０日 ７月末まで

７月１日～３月３１日 認定後速やかに
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（６）精神障がい者社会復帰施設通所交通費の助成について

〈助成対象〉

登別市に住所を有する精神障がいの方で、社会復帰施設へ通所する方。

ただし、生活保護受給世帯の方は対象となりません。

※社会復帰施設とは、障がい福祉サービス事業所、地域活動支援センター等を

いいます。

〈助成内容〉

社会復帰施設通所のためにかかった交通費（ＪＲ及びバス）の自己負担額の

２分の１の額（上限額：月額１万円）を助成します。

このほか、自家用車を使用して通所する場合も、一日当たりの燃料費と通所

日数をかけた額の２分の１を助成します。

〈問い合わせ〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２
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１１ 税金の控除・軽減等について

（１）所得税及び市・道民税の控除について

〈非課税〉

障がい者本人で前年の合計所得が１３５万円以下のときは、市・道民税は非課

税となります。

ただし、退職所得に係る所得割については課税されます。

〈所得控除〉

納税者本人、控除対象配偶者や扶養親族が障がい者である場合は、障害者控除

が受けられます。

障害者控除一覧（障がい者１人につき）

※控除対象配偶者や扶養親族が同居の特別障がい者である場合は、配偶者控除

額または扶養控除額に次の額が加算されます。（加算額：所得税 ３５万円、

市・道民税 ２３万円）

〈問い合わせ・手続き先〉

市・道民税は税務グループ（市民税担当）：電話８５－１１５５

所得税は室蘭税務署：電話２２－４１５１

（２）要介護認定者の所得税法及び地方税法上の障害者控除について

年齢が満６５歳以上で介護保険の要介護１から５に認定された方は、障害者

手帳をもっていなくても、市で定めた基準に該当する場合には、障がい者に準ず

るものとして、所得税法及び地方税法上の障害者控除を受けられます。

〈問い合わせ・手続き先〉

高齢・介護グループ（保険運営担当）：電話８５－５７２０

所 得 税

障 が い 者
身障手帳３～６級 療育手帳Ｂ

精神障害者保健福祉手帳２～３級
２７万円

特 別 障 が い 者
身障手帳１・２級 療育手帳Ａ

精神障害者保健福祉手帳１級
４０万円

市・道民税

障 が い 者
身障手帳３～６級 療育手帳Ｂ

精神障害者保健福祉手帳２～３級
２６万円

特 別 障 が い 者
身障手帳１・２級 療育手帳Ａ

精神障害者保健福祉手帳１級
３０万円
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（３）個人事業税の軽減について

① 両眼の視力を喪失した方や両眼の視力（屈折異常の方はきょう正した後の

視力）が０.０６以下の方が、あん摩、マッサージまたは指圧、はり、きゅ

う、柔道整復その他の医業に類する事業を行っている場合には非課税となり

ます。

② 障がい者、年齢６５歳以上の人、寡婦又はひとり親で、事業主控除をする

前の所得金額（その他の所得がある場合は合算額）が３１０万円以下の場合、

税額から最高７,５００円が減免されます。

③ 災害により、資産に被害を受けた人で、事業主控除をした後の所得金額

（その他の所得がある場合は合算額）が７００万円以下のときは、被害の程

度に応じて税額の１２.５％～１００％が減免されます。

〈問い合わせ・手続き先〉

胆振総合振興局：電話２４－９５７９

（４）相続税の控除について

８５歳未満の障がい者が相続により財産を取得する場合、相続税から一定の控

除が受けられます。

〈問い合わせ・手続き先〉

室蘭税務署：電話２２－４１５１

（５）自動車税、軽自動車税の減免について

身体等に障がいのある方のために使用する自動車で、一定の要件に当てはまる

ものは、申請により自動車・軽自動車にかかる税金が減免されることがあります。

※令和元年１０月１日から導入されていた自動車税環境性能割及び軽自動車税

環境性能割は令和８年３月３１日をもって廃止となりました。また、環境性

能割の廃止に伴い、自動車税種別割及び軽自動車税種別割は、自動車税、軽

自動車税に名称が変更されました。

〈問い合わせ・手続き先〉

軽自動車税は、税務グループ（市民税担当）：電話８５－１１５５

自動車税は、胆振総合振興局：電話２４－９５８５
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（６）バリアフリー改修に係る固定資産税の減額措置について

６５歳以上の方、要介護認定または要支援認定を受けた方、障がい者の方が居

住し、新築された日から１０年以上経過した住宅（賃貸住宅を除く）について、

自己負担額（補助金等を除く）が５０万円を超える一定のバリアフリー改修工事

を行った場合、改修工事完了後３か月以内の申告により、翌年度分の固定資産税

を減額する措置があります。

〈工事期間〉

令和１３年３月３１日までに完了した工事が対象となります。

〈減額内容〉

一戸当たり１００㎡相当分まで、固定資産税の３分の１を減額します。

〈問い合わせ・手続き先〉

税務グループ（資産税担当）：電話８５－１１５５
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１２ その他の福祉サービスについて

（１）ＮＨＫ放送受信料の免除について

心身障がい者（児）のいる世帯が、次の要件を満たす場合、放送受信料の免除

が受けられます。

〈対象となる方〉

①全額免除

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方がいる世帯

で、かつ、世帯構成員全員が市民税非課税の世帯

②半額免除

・視覚障がいまたは聴覚障がいにより、身体障害者手帳をお持ちの方が、世帯

主で、受信契約者である場合

・重度の障がい者（身体障害者手帳１級または２級・療育手帳Ａ判定・精神障

害者保健福祉手帳１級）の方が世帯主で、受信契約者である場合

〈申請に必要なもの〉

・身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳

・印鑑

※全額免除申請は、世帯全員の課税証明書が必要な場合があります。

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（２）点字図書室の利用について

総合福祉センター（しんた２１）内にある点字図書室では、視覚障がい等のあ

る方を対象に、ＣＤ－ＲＯＭによる「声の広報」や点字図書、録音図書等の貸出

しを行っています。

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（３）駐車禁止除外指定車標章交付について

「歩行が困難なことにより社会生活が制限される」と認められる人が使用する

車両に対し、「駐車禁止除外指定車標章」の交付を受けることができます。

〈問い合わせ〉

室蘭警察署：電話４６－０１１０
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（４）福祉環境アドバイザー派遣制度について

公共的施設の整備や福祉を担う人材の育成、福祉に関する教育の推進などに関

してアドバイザーを派遣し、専門的な指導・助言などを行います。

〈派遣対象事業〉

①公共的施設の整備等の工事

②福祉のまちづくりに関する講習会等の実施

〈派遣経費〉

無料（北海道が負担します）

〈問い合わせ・手続き先〉

北海道保健福祉部福祉局地域福祉課企画調整係

電話０１１－２３１－４１１１（内線２５－６１３）

（５）成年後見制度について

成年後見制度は、認知症や知的障がい、精神障がいなどの理由で判断能力の不

十分な方を保護・支援する制度です。

本来、成年後見制度（法定後見）の申し立ては、本人または配偶者、四親等内

の親族が行いますが、申し立てを行う親族がいない場合等は、市が申し立てを行

います。

また、後見人等へ支払う報酬金の負担が困難な方に対して、費用を助成します。

〈問い合わせ〉

高齢・介護グループ（高齢福祉担当）：電話８５－５７２０

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

（６）高齢者等介護用品（紙おむつ等）の給付

在宅で市民税非課税世帯の要介護４または要介護５の高齢者等に紙おむつ等の

購入に要する費用の一部を給付します。

〈問い合わせ〉

高齢・介護グループ（高齢福祉担当）：電話８５－５７２０
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１３ 障害者総合支援法及び児童福祉法による給付について

障がいのある方が、その能力や適性に応じ自立した生活を送ることができるよ

う、福祉や医療などのサービスを提供します。

（１）障がい福祉サービスについて

身体障がい・知的障がい・精神障がいのある方、難病患者の方または障がいや

発達に心配のある児童が対象となります。原則、サービス料の１割が自己負担と

なります（所得等に応じ上限額及び減免制度があります）。

〈自立支援給付のサービス〉

種類 内容

訪

問

系

サ

｜

ビ

ス

居宅介護

（ホームヘルプ）

自宅で食事、入浴、排せつ等の介護を行います。

重度訪問介護
重度の肢体不自由があり、常に介護が必要な方に、自宅での

介護や外出時の移動支援等を行います。

同行援護

視覚障がいにより移動に著しい困難を有する方の外出に同行

し移動に必要な情報提供を行うとともに移動の援助を行いま

す。

行動援護
知的障がいまたは精神障がいにより、行動が困難で常に介護

の必要な方に、外出時の移動支援等を行います。

重度障がい者等

包括支援

常に介護を必要とし、その介護の必要性が著しく高い方に、

居宅介護等を包括的に行います。

短期入所

(ショートステイ)

自宅で介護を行う方が病気などの場合に、短期間、施設で入

浴や排せつ、食事の介護などを行います。

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス

生活介護
主に日中の障がい者支援施設で食事、入浴、排せつ介護等を

行い、創作的活動や生産活動の機会を提供します。

療養介護

医療が必要で常に介護が必要な方に、病院等で機能訓練や療

養上の管理、看護、介護、日常生活上の援助などを行いま

す。

自立訓練

（機能訓練・生

活訓練）

自立した日常生活や社会生活ができるように、一定期間、身

体機能（機能訓練）・生活能力（生活訓練）の向上のために必

要な訓練等を行います。

就労選択支援

就労移行支援又は就労継続支援を利用する意向を有する方及

び、現に就労移行支援又は就労継続支援を利用している方が、

就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセ

スメントの手法を活用して短期間、本人の希望、就労能力や適

性等に合った選択ができるよう支援します。

就労移行支援

就労を希望する方に、一定期間、生産活動やその他の活動の

機会を提供し、就労に必要な知識・能力の向上のために必要

な訓練等を行います。
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就労継続支援

(Ａ型：雇用型)

(Ｂ型：非雇用型)

一般企業等での就労が困難な方に、働く場の提供や就労の機

会や生産活動などの活動の機会を提供し、知識・能力の向上

のために必要な訓練等を行います。

就労定着支援

就労移行支援等の利用を経て、一般就労へ移行した障がい者

で就労に伴う環境変化により生活面の課題が生じている方に

対し、就労に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・

家族との連絡調整等の支援を一定の期間にわたり行います。

居
住
系
サ
ー
ビ
ス

自立生活援助

障がい者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移

行を希望する知的障がい者や精神障がい者等について、本人

の意思を尊重した地域生活を支援するため、一定の期間にわ

たり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障がい者の理

解力、生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な

支援を行います。

共同生活援助

(グループホーム)

主に夜間の共同生活を行う住居として、相談やその他の日常

生活上の援助のほか、必要に応じて食事、入浴、排せつの介

護などを行います。

施設入所支援
施設入所している方に、主に夜間の食事、入浴、排せつの介

護などを行います。

宿泊型自立訓練

知的障がいまたは精神障がいのある方に居室などを利用させ

て、一定期間、家事などの日常生活能力の向上のために必要

な支援、訓練等を行います。

相
談
支
援

計画相談支援

適切な障がい福祉サービスを提供するため、障がい者等の心

身の状況やサービス利用の意向等を勘案し、利用するサービ

スの種類や内容、総合的な援助方針を定めたサービス等利用

計画を作成するとともに、サービス事業者等との連絡調整等

を行います。

障がい児相談支

援

障がい児が障がい児通所支援を利用する前に障がい児支援利

用計画を作成し、通所支援開始後、一定期間ごとにモニタリ

ングを行う等の支援を行います。

地域移行支援

障がい者支援施設等に入所している障がい者や入院中の精神

障がい者に対し、住居の確保等、地域に移行するための相談

等の支援を行います。

地域定着支援
居宅で単身生活している障がい者に対し、常時の連絡体制を

確保し、緊急時の相談対応等の支援を行います。

障
が
い
児
通
所
支
援

児童発達支援
発達に心配のある未就学児童に、日常生活における基本的な

動作の指導や訓練を行います。

放課後等デイサ

ービス

発達に心配のある就学児童に、生活能力向上のための指導や

訓練を行います。

保育所等訪問支

援

発達に心配があり保育所等を利用中または今後利用する予定

のある児童について、集団生活に適応するための専門的な支

援を行います。
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（２）利用の手続きについて

①相談・申請

市または指定特定相談支援事業者に相談

②調査

市の調査員が障がいのある方や障がいのある児童の保護者と面接して、心身の状況や

生活環境などについての調査を行います。

③審査・判定

市の審査会で、調査の結果および医師の診断をもとに審査を行い、どのくらいのサー

ビスが必要な状態か「障がい支援区分」を判定します。

④サービス等利用計画

指定特定相談支援事業者または利用者自身がサービス利用にあたり、どのようにサー

ビスを活用していくか計画を立てます。

⑤決定（認定）・通知

障がい支援区分や申請者の要望などをもとにサービスの支給量などを決定し、「障がい

福祉サービス受給者証」を交付します。

⑥事業者と契約

サービス利用者が、利用したい事業者を選択し、利用に関する契約を結びます。

⑦サービスの利用開始

受給者証を提示してサービスを利用し、原則として利用者負担（１割）の支払いが必

要です。
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（３）利用者負担のしくみについて

障がい福祉サービスを利用した方は、サービス利用料の１割が自己負担となり

ます。ただし、所得に応じて、負担上限月額が定められています。

（４）苦情があるとき

サービス利用に関する苦情については、各事業所に設置された苦情受付窓口や

北海道社会福祉協議会に設置されている北海道福祉サービス運営適正化委員会に

申し出ることができます。

また、障がい福祉グループでも苦情相談をお受けしています。

〈問い合わせ・手続き先〉

北海道福祉サービス運営適正化委員会：電話０１１－２０４－６３１０

障がい福祉グループ：電話：８５－３７３２

（５）自立支援医療について

ア 自立支援医療（更生医療）の給付

１８歳以上で身体障害者手帳をお持ちの方が、その障がいを補うべき医療を

受ける場合に適用されます。

※原則１割負担です（所得等により上限額が設定されています）。

※入院時の食費（標準負担額相当）については、自己負担となります。

イ 自立支援医療（精神通院）の給付

精神疾患のある方で、その障がいを補うべき医療を受ける場合に適用されま

す。

※原則１割負担です（所得等により上限額が設定されています）。

区分 対象 負担上限月額

生活保護 生活保護世帯の方

０円住 民 税

非課税世帯

低所得１
障がいのある方または障がいのある児童

の保護者の収入が８０万９千円以下の方

低所得２ 低所得１に該当しない方

住 民 税

課 税 世 帯

一般 １

居宅で生活する障がいのある児童 ４,６００円

居宅で生活する障がいのある方及び２０

歳未満の施設入所者
９,３００円

一般 ２ 一般 １に該当しない方 ３７,２００円
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ウ 自立支援医療（育成医療）の給付

１８歳未満で身体に障がいや病気があり、放置すると将来身体に障がいが残

る可能性があるため、手術等の治療で障がいの改善が期待できる子どもに適用

されます。

※原則１割負担です（所得等により上限額が設定されています）。

＜ 所 得 区 分＞

※「重度かつ継続」の範囲

・精神通院…統合失調症、うつ病、双極性障がい（躁うつ病）、てんかん、認知症

等の脳機能障がい、薬物関連障がい（依存症等）

・精神医療に一定以上の経験を有する医師が判断した場合

・更生医療、育成医療…腎臓機能、小腸機能、免疫機能障がい、心臓機能障がい、

肝臓機能障がい（心臓及び肝臓機能障がいは抗免疫療法

に限る）

・疾病等に関わらず、高額な費用負担が継続する場合（医療保険の多数該当者）

※令和８年７月以降は本人収入の基準額を８２６，５００円とする。

〈問い合わせ・手続き先〉

障がい福祉グループ：電話８５－３７３２

一定所得以下 中間所得層 一定所得

以上

生活保護

世帯

住民税非課税世帯
本人収入 本人収入

≦８０万９千円 >８０万９千円

市町村民税（所得割）

＜３.３万円

３.３万円≦

市町村民税（所得割）

＜２３.５万円

２３.５万≦

市町村民税（所得割）

０円
負担上限額

２,５００円

負担上限額

５,０００円

負担上限額

医療保険の自己負担限度額
公費負担の

対象外
負担上限額

５,０００円

負担上限額

１０,０００円

重 度 か つ 継 続

負担上限額

５,０００円

負担上限額

１０,０００円

負担上限額

２０,０００円

育成医療の経過措置
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（６）地域生活支援事業について

障がいのある方が地域で自立した生活が送れるよう支援する事業です。事業に

よってサービス利用料の１割が自己負担となります。ただし、所得等に応じて上

限額が決められています。

〈地域生活支援事業〉

事業名 内容

相談支援

障がいのある方等からの相談に応じて必要な情報の提供や助言、

障がい福祉サービスの利用に関する援助、調整などの支援を行う

とともに、障がいのある方等の権利擁護の促進を図るサービスで

す。利用者負担はありません。

問い合わせ：登別市総合相談支援センターｅｎ
え ん

登別市美園町２丁目２３番地１ 電話８６－０７０７

コミュニケーション

支援

聴覚、音声言語機能障がいのある方の円滑な意思疎通を図るた

め、手話通訳者を派遣するサービスを行います。利用者負担はあ

りません。

問い合わせ：障がい福祉グループ

電話 ８５－３７３２

ＦＡＸ ０５０－３７３０－８２３０

Ｅメール welfare2@city.noboribetsu.lg.jp

移動支援

社会生活上必要不可欠な外出や社会参加を目的とした外出のため

の支援を行います。

※利用者負担 原則１割（所得等による上限額があります）。

問い合わせ：障がい福祉グループ 電話８５－３７３２

地域活動支援

センター

障がい者に、創作的活動や社会との交流の促進などの機会を提供

し、社会的交流や社会参加活動を支援します。

※利用料は、１回につき１００円です（所得に応じて減免措置が

あります）。

問い合わせ：障がい福祉グループ 電話８５－３７３２

日中一時支援

障がいのある方の日中における活動の場の確保と、介護している

家族の一時的な休息のため、日中の一時預かり支援を行います。

また、放課後及び夏休み等の長期休暇中の障がいのある児童を預

かり、保護者の就労支援等を行います。

※利用者負担 原則１割（所得等による上限額があります）。

問い合わせ：障がい福祉グループ 電話８５－３７３２

訪問入浴サービス

自宅で入浴が困難な重度の障がい者に対し、訪問入浴車で自宅へ

浴槽を運び、サービスを行います。

※利用者負担 原則１割（所得等による上限額があります）。

問い合わせ：障がい福祉グループ 電話８５－３７３２

重度障がい児入浴

サービス

自宅で入浴が困難な重度の身体障がい児（１８歳未満で身体障害

者手帳１級・２級の方）に対し、事業所に送迎して入浴サービス

を行います。

※利用者負担 原則１割（所得等による上限額があります）。

問い合わせ：障がい福祉グループ 電話８５－３７３２
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市内障がい福祉サービス事業所

令和８年４月１日現在

事業所名 所在地 電話 提供サービス

介護サポーターなのはな 柏木町３-１７-１４ ８１-６５２０
居宅介護、重度訪問介

護、同行援護

特定非営利活動法人

いぶりたすけ愛 優サービス
桜木町３-２-１０ ８８-３００３ 居宅介護、重度訪問介護

ヘルパーステーション

あおい（愛桜）
登別東町３-１-２ ８３-４０３９ 居宅介護、重度訪問介護

ＳＯＭＰＯケア登別 富岸町２-１１-１２ ８２-１７７７ 居宅介護、重度訪問介護

在宅介護サービスくらしさ 登別東町５-１-６ ８０-１７０１ 居宅介護、重度訪問介護

訪問介護事業所 暖－はる－ 桜木町１-８-１５ ８３-６３００ 居宅介護、重度訪問介護

あいケア
新生町３－１１－１０

NK マンション１F
８３-７４８０ 居宅介護、同行援護

サポートセンター心愛
ここ あ

片倉町６-８ ８４-４１１３ 生活介護

のぼりべつ東町ふれあいホーム 登別東町５-１-２７ ８３-２７００ 生活介護

地域生活支援センター

ｏｎｅｓｅｌｆ
ワ ン セ ル フ 常盤町１-１-２５ ８５-７５１８ 共同生活援助

障がい者グループホーム

アザリア・あじさい
中登別町１４１-５ ８３-０３１１ 共同生活援助

障がい者グループホーム

カワセミ(翡翠)ヤマセミ(山翡翠)
中登別町１４１-５６ ８３-０７００ 共同生活援助

精神障害者グループホーム

のぞみ寮
鷲別町２-３２-１ ８２-２２００ 共同生活援助

グループホーム すずかけ 富士町１-１４-９ ８３-５５５８ 共同生活援助

フィオーレ登別 桜木町５-１２-３０ ８５-５０８０ 共同生活援助

若山ホーム 若山町２-２０-１ ８３-６２２３ 共同生活援助

就労支援センターピアチェーレ 中登別町２４-１２０ ８３-３２１０

就労選択支援、就労移行

支援、就労継続支援（Ｂ

型）就労定着支援

㈱ネットワーク 富岸町１-１０-７ ８５-１１４５ 就労継続支援（Ｂ型）

就労継続支援施設月とらいおん 幸町３-６ ８８-１３７４ 就労継続支援（Ｂ型）

すずかけ 富士町７-１ ８５-２１２９ 就労継続支援（Ｂ型）

サルファー登別 若草町５-２８-１２ ８３-４１２８ 就労継続支援（Ｂ型）

ブライトカレッジ登別 若草町３-９-１２ ０８０－９６８４－３４４２ 就労継続支援（Ｂ型）

フロンティア登別 中登別町８８-２ ８３-７８７８ 就労継続支援（Ｂ型）

就労支援センタージョブテラス 中央町１-１０-８ ８３-７６３６
就労継続支援（Ｂ型）、

自立訓練（生活訓練）

登別市総合相談支援センター

ｅｎ
え ん 美園町２-２３-１ ８６-０７０７

計画相談支援、地域移行

支援、地域定着支援、障

がい児相談支援
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市内障がい児通所支援事業所

令和８年４月１日現在

事業所名 所在地 電話 提供サービス

登別市児童デイサービスセンター

のぞみ園
幌別町３-１７-４ ８５-７７２１

児童発達支援、放課後等デイサ

ービス、保育所等訪問支援、障

がい児相談支援

とらい 中央町４-３-１２ ５０-６１００
児童発達支援

放課後等デイサービス

とらい美園 美園町４-１-６ ８３-６８６０
児童発達支援

放課後等デイサービス

とらい若草 若草町５-２７-２０ ８４-１１９９
児童発達支援

放課後等デイサービス

とらいきっずおん 千歳町６-３６-７ ８４-５４３０
児童発達支援

放課後等デイサービス

ビューティフルステート登別 富士町２-１１-６ ８４-８００５
児童発達支援、放課後等デイサ

ービス、保育所等訪問支援

とまり木幌別 中央町１-１８-９ ８４-８７９５ 放課後等デイサービス
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１４ 介護保険制度について

（１）介護保険制度の概要について

「ねたきりや認知症で介護が必要となったらどうしよう」－誰もがこんな不安

をもっています。

日本では高齢化が進む一方、高齢者を支えてくれる若い人たちの数が減るなど、

家族だけで介護をすることが難しくなっています。

介護を必要とする人が住みなれた地域で安心して生活がおくれるよう、介護を

社会全体で支えていくしくみが「介護保険」です。

介護保険は、原則４０歳以上の国民が加入者となり保険料を納めます。この保

険料と公費で介護保険制度の各種サービスに必要な経費がまかなわれます。

介護サービスを受けられる方は、日常生活をおくるために介護や支援が必要と

なった６５歳以上の方や、４０歳以上６５歳未満で、初老期の認知症、脳血管疾

患など介護保険の対象となる病気（特定疾病）が原因で、日常生活をおくるため

に介護や支援が必要となった方です。

介護保険のサービスを利用するには、市に申請を行い、要介護認定を受けるか、

基本チェックリスト及び登別市版アセスメントシートにより該当（サービス・活

動事業のみを利用する方をいい、以下「事業対象者」といいます。）してからサー

ビスを利用することとなり、介護サービスにかかった費用の１割から３割を負担

することとなります（施設入所の方は食費・居住費を別に負担します）。

なお、介護度等により１か月あたりに利用できるサービスの量（利用限度額）

が設定されています。また、利用料が一定額を超えた場合は、高額介護サービス

費等が支給されることとなっています。
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○６５歳以上の方（第１号被保険者）の保険料

・４０歳以上６５歳未満の方（第２号被保険者）の保険料は、加入している医療保

険の算定方法により決まります。

・合計所得金額とは、「収入」から「必要経費など」を控除した額です。

なお、長期譲渡所得および短期譲渡所得に係る特別控除額がある方の合計所得金

額は、特別控除額控除後の額となります。また、所得段階が第１～５段階の方の

合計所得金額は、年金収入に係る雑所得額控除後の額となります。

・第１段階～第３段階の年間保険料額は、変更となる場合があります。

段階 年間保険料 段階区分

第１段階 １４，７００円

生活保護受給者及び老齢福祉年金受給者で世帯全員が市民税

非課税

世帯全員が市民税非課税で、前年の課税年金収入額と合計所

得金額の合計が８２．６５万円以下

第２段階 ２５，０００円
世帯全員が市民税非課税で、前年の課税年金収入額と合計所

得金額の合計が８２．６５万円を超えて１２０万円以下

第３段階 ３５，３００円
世帯全員が市民税非課税で、前年の課税年金収入額と合計所

得金額の合計が１２０万円超

第４段階 ４６，４００円

本人が市民税非課税（世帯の中に市民税課税の人がいる）か

つ、本人の前年の課税年金収入額と合計所得金額の合計が

８２．６５万円以下

第５段階 ５１，６００円

本人が市民税非課税（世帯の中に市民税課税の人がいる）か

つ、本人の前年の課税年金収入額と合計所得金額の合計が

８２．６５万円超

第６段階 ６１，９００円 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が１２０万円未満

第７段階 ６７，０００円
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が１２０万円以上

２１０万円未満

第８段階 ７７，４００円
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が２１０万円以上

３２０万円未満

第９段階 ８７，７００円
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が３２０万円以上

４２０万円未満

第１０段階 ９８，０００円
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が４２０万円以上

５２０万円未満

第１１段階 １０８，３００円
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が５２０万円以上

６２０万円未満

第１２段階 １１８，６００円
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が６２０万円以上

７２０万円未満

第１３段階 １２３，８００円 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が７２０万円以上
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○要支援・要介護状態と居宅サービスの１か月あたりの利用限度額

※上記の支給限度額は、在宅で受けられるサービスの費用です。

（施設に入所した場合のサービス費（施設介護サービス費）は、入所する施設ご

とに定めることとなり、上記の支給限度額は適用となりません。）

区分 介護等状態 １か月あたりの限度額

事業対象者

要支援１、２の介護等状態で（介護等状態は、次の要

支援１、要支援２を参照ください）、基本チェックリ

ストにより該当した方

５０，３２０円

要支援１

日常生活上の基本動作は、ほぼ自分で行うことが可能

であるが、日常生活動作の介助や現在の状態の悪化の

防止により要介護状態となることの予防に資するよ

う、手段的日常生活動作において何らかの支援を要す

る状態

５０，３２０円

要支援２
要支援１の状態から、手段的日常生活動作を行う能力

がわずかに低下し、何らかの支援が必要となる状態
１０５，３１０円

要介護１
要支援２の状態から、手段的日常生活動作を行う能力

が一部低下し、部分的な介護が必要となる状態
１６７，６５０円

要介護２
要介護１の状態に加え、日常生活動作についても部分

的な介護が必要となる状態
１９７，０５０円

要介護３

要介護２の状態と比較して、日常生活動作及び手段的

日常生活動作の両方の観点からも著しく低下し、ほぼ

全面的な介護が必要となる状態

２７０，４８０円

要介護４
要介護３の状態に加え、さらに動作能力が低下し、介

護なしには日常生活を営むことが困難となる状態
３０９，３８０円

要介護５
要介護４の状態よりさらに動作能力が低下しており、

介護なしには日常生活を行うことがほぼ不可能な状態
３６２，１７０円
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○介護保険で受けられるサービス

区分 サービス名 内容

在

宅

自宅を訪問

訪問介護または

第１号訪問事業訪問介護

（ホームヘルプサービス）

ホームヘルパーにより、入浴、排せつ、食事

等の身の回りの世話を受けられるサービス

第１号訪問事業訪問型サービス・活動Ａ

市の指定した研修を受けた方などにより、身

体介護を伴わない、掃除、洗濯、調理などの

生活援助を受けられるサービス

訪問入浴介護（※１）
巡回入浴車により、家庭に浴槽を持ち込み、

入浴の介護を受けられるサービス

訪問看護
看護師等により、療養上の世話や必要な診療

の補助を受けられるサービス

訪問リハビリテーション

理学療法士や作業療法士等により、心身の機

能維持・回復のために必要なリハビリテーシ

ョンを受けられるサービス

居宅療養管理指導
医師や歯科医師、薬剤師等により、療養上の

管理や指導を受けられるサービス

施設へ日帰り

で通所

通所リハビリテーション

（デイケア）

介護老人保健施設、病院等の施設に通って、

心身の機能維持・回復のために必要なリハビ

リテーションを受けられるサービス

通所介護または

第１号通所事業通所介護

（デイサービス）

デイサービスセンター等に通って、入浴や食

事の提供等の日常生活の世話、機能訓練を受

けられるサービス

第１号通所事業通所型サービス・活動Ａ

デイサービスセンター等に通って、半日程

度、体操やレクリエーション、入浴などを受

けられるサービス

第１号通所事業通所型サービス・活動Ｂ

地域住民が主体となり、体操やレクリエーシ

ョン、交流などを行う、通いの場を提供する

サービス

施設へ短期間

入所

短期入所生活介護

（ショートステイ）

特別養護老人ホーム等の施設に短期間入所し

て、入浴、排せつ、食事等の介護、その他日

常生活上の世話、機能訓練を受けられるサー

ビス

短期入所療養介護

（医療型ショートステイ）

介護老人保健施設、病院等の施設に短期間入

所して、看護や医学的管理下における介護、

その他必要な医療や日常生活上の世話を受け

られるサービス

福祉用具の

貸与や購入、

住宅の改修

福祉用具の貸与や購入費の支給

特殊ベッドや車椅子等の貸与、ポータブルト

イレ等の購入費の支給（基準額の７割から９

割）を受けられるサービス

住宅改修費の支給

手すりの取り付けや段差解消等小規模な住宅

改修費の支給（基準額の７割から９割）を受

けられるサービス

介護サービス

計画の作成

居宅介護支援、介護予防支援ま

たは介護予防ケアマネジメント

要介護者等の状況に応じて介護サービス計画

を作成し、計画に基づいたサービスが利用で

きるようにするサービス

その他のサー

ビス
特定施設入居者生活介護

有料老人ホームや軽費老人ホーム（ケアハウ

ス）等の入所者が入浴、排せつ、食事等の介

護、その他日常生活上の世話や機能訓練を受

けられるサービス
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※１ 令和８年４月１日現在、市内には当該サービスを提供している事業所はありま

せん。

※２ 地域密着型サービスとは、原則としてサービスを提供する事業所がある市町村

に住む人のみが利用できるサービスです。

（２）介護認定等の申請について

介護保険のサービスを利用するには、介護認定の申請が必要となります。

介護を必要とする６５歳以上の方、４０歳以上６５歳未満で介護保険の対象と

なる病気（特定疾病）が原因で、日常生活をおくるために介護や支援が必要とな

った方は市役所窓口に申請をしてください（家族等の代理申請も可能です）。この

申請により、日常生活動作などについて訪問調査を行います。また、かかりつけ

医師から病気などの状況について医学的な意見を伺います（訪問調査及び主治医

の意見書費用は無料です）。

この訪問調査の結果と主治医の意見により、介護認定審査会で介護の必要性と、

どの程度の介護が必要か（要介護度）を審査し認定します（認定は申請した日か

ら原則３０日以内に行い、認定の効力は申請日までさかのぼります）。

また、サービス・活動事業のみ利用する場合は、基本チェックリスト及び登別

市版アセスメントシートによる判定で該当すると事業対象者として、サービスが

受けられます。基本チェックリスト等による判定は地域包括支援センターで受け

ることができます。

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
（
※
２
）

認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）

認知症の状態にある要介護者等が、グループ

ホームにおいて、入浴や排せつ、食事等の介

護、その他日常生活上の世話や機能訓練を受

けられるサービス

認知症対応型通所介護（※１）

認知症の状態にある要介護者等が、デイサー

ビスセンターなどに通って、入浴や食事の提

供等の日常生活の世話、機能訓練を受けられ

るサービス

小規模多機能型居宅介護

自宅で、または事業所等に通ったり、短期間

宿泊するなかで、入浴や排せつ、食事の提供

等の介護、その他日常生活上の世話や機能訓

練を受けられるサービス

地域密着型通所介護

一日の利用定員が１９人未満の小規模な通所

介護。入浴や食事の提供等の日常生活の世

話、機能訓練を受けられるサービス

地域密着型介護老人福祉施設

（地域密着型特別養護老人ホーム）

介護等の日常生活上の世話や機能訓練、その

他必要な世話を受けられるサービス

施

設

介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）

介護等の日常生活上の世話や機能訓練、その

他必要な世話を受けられるサービス

介護老人保健施設

（老人保健施設）

病状が安定した人が、機能訓練を中心とする

医療ケアや介護、日常生活上の世話を受けら

れるサービス

介護医療院（※１）

主に長期にわたり療養が必要な方が、医療と

介護（日常生活上の世話）が一体的に受けら

れるサービス
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（３）介護認定等を受けた方のサービスの利用の仕方について

① 要支援１もしくは要支援２の認定を受けた方または事業対象者に該当した

方の在宅サービスの利用は、地域包括支援センターに申込みを行い、契約を

結びます。

この契約に基づき、地域包括支援センターの職員または地域の介護支援専

門員が本人や家族の意向を踏まえた上で、一人ひとりの状況に応じたサービ

ス計画をつくり（自分でつくることもできます）、サービス提供事業者と調

整を行った後、その介護予防サービスなどの内容の契約を結ぶことになりま

す。

この契約に基づき介護予防サービス事業者などから、必要な介護予防サー

ビスなどが受けられます。

なお、要支援１もしくは要支援２の認定を受けた方または事業対象者に該

当した方は、介護保険の施設サービスを受けることはできません。

② 要介護１から要介護５までの要介護認定を受けた方の在宅介護サービスの

利用は、認定結果に基づき、居宅介護支援事業所の介護支援専門員が本人や

家族の意向を踏まえた上で、一人ひとりの状況に応じたサービス計画をつく

り（自分で作ることもできます）、サービス提供事業者と調整を行った後、

その介護サービス内容の契約を結びます。

この契約に基づき介護サービス事業者などから、必要な在宅介護サービス

が受けられます。

また、自宅で生活できないときは、特別養護老人ホーム等（新規入所は原

則要介護３以上の方が対象）の施設サービスが受けられます。

※なお、介護認定結果までは、市が行うこととなりますが、それ以降のサービス

計画の作成や施設入所先等については、ご本人または家族等が直接サービス事

業者へ連絡することとなります（全てのサービスは、個人とサービス事業者の

契約に基づいて行われます）。

サービス計画の作成には利用者負担はありません。

〈問い合わせ・手続き先〉

高齢・介護グループ：電話８５－５７２０
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（４）介護保険関係等施設一覧

（令和８年４月現在）

施設種別 施設名 住所 電話番号

特別養護老人ホーム
緑風園 登別市中登別町２５３-７ ８４-３０３３

わかくさ 登別市若草町２-１１-１ ８６-０１１１

地域密着型特別養護老人ホー

ム
ニナルカの里 登別市千歳町２-１１-１０ ８４-１６１２

老人保健施設 グリーンコート三愛 登別市中登別町２４-１１３ ８３-０１１１

認知症対応型

共同生活介護
グループホーム

アウル登別館 登別市若山町３-８-４５ ８８-３３３５

プラタナス三愛 登別市中登別町１４１-１ ８３-３１０１

あいあい 登別市美園町４-２３-９ ８２-６６００

しづく 登別市柏木町４-２４-９ ８１-６１６０

アンデルセンの丘 登別市富岸町１-７-８ ８８-２１２２

みずばしょう 登別市登別東町４-４８-１ ８３-５７２８

きずな 登別市新生町３-２１-８ ８７-１１２２

特定施設

ケアハウス アンデルセンの丘 登別市富岸町１-７-８ ８８-２２７２

有料老人ホーム
グッドタイムホー

ム・登別 壱番館
登別市常盤町３-１-９ ８８-３０５１

養護老人ホーム チボリの森 登別市富岸町１-７-８ ８５-５０４３

サービス付き高

齢者向け住宅

グッドタイムホー

ム・登別 弐番館
登別市緑町１-１-６ ８１-７２７２
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１５ 高齢者の入所施設について

（１）養護老人ホーム

おおむね６５歳以上の方で、環境上及び経済的理由のため、自宅で生活するこ

とが困難になった方が、自立した日常生活を送っていただくことを目的にしてい

る施設です。

（２）軽費老人ホーム（ケアハウス）

６０歳以上（夫婦の場合、どちらか一方が６０歳以上）（自立型）または、６５

歳以上かつ要介護１以上（介護型）の方で、一人での生活に不安を感じている方

を対象とする施設です。

※市内のケアハウスは自立型のみ

（３）有料老人ホーム

高齢者が入居でき、入居者に対して介護、食事の提供、洗濯や掃除などの家事、

健康管理といったサービスを提供する施設です。

（４）サービス付き高齢者向け住宅

状況把握サービスや生活相談サービスなどを行う高齢者向けの賃貸住宅です。

（５）高齢者グループリビング

６０歳以上の方が、高齢化による身体機能の低下と一人暮らしの孤独や不安を

考慮し、従来家族が行ってきた調理や掃除、食事などの行為を高齢者同士で共に

行い、共同で自立した生活をおくる場です。

〈問い合わせ〉

高齢・介護グループ（高齢福祉担当）：電話８５－５７２０

社会福祉グループ （社会福祉担当）：電話８５－１９１１
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１６ 生活保護について

生活費や医療費などで困っている方に対して、一定の基準に従って最低限度の

生活を保障し、自立に向けて支援する制度が生活保護です。

生活保護の種類は、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出

産扶助、生業扶助、葬祭扶助の８種類があります。

〈問い合わせ・相談窓口〉

生活支援グループ：電話８５－２００８

１７ 生活困窮者支援について

日々の生活に困りごとや不安を抱えている方に対して、どのような支援が必要

かを専門の相談支援員が相談者と一緒に考え、必要に応じて具体的な支援プラン

を作成し、自立した生活の確立及び維持・向上に向けた支援を行います。

〈問い合わせ・相談窓口〉

社会福祉グループ（生活支援相談室）：電話８５－１９１１

１８ 「ひきこもり」に関する相談について

「ひきこもり」でお悩みのご家族やご本人からの相談をお受けし、自立に向け

たお手伝いをします。また、必要に応じて適切な支援機関におつなぎします。

※「ひきこもり」とは、さまざまな原因で社会参加（就学・就労など）を行え

ず、６か月以上にわたり、おおむね家庭にとどまり続けている状態をいいま

す。

〈問い合わせ・相談窓口〉

・ひきこもり全般についての相談

社会福祉グループ（生活支援相談室）：電話８５－１９１１

・小・中学生の不登校などに関する相談

学校教育グループ（教育指導室）：電話８５－００８５
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１９ 老人福祉センターについて

（１）概要について

市内にお住まいの６５歳以上（老人クラブ会員は６０歳以上）の方を対象に、

健康の増進、教養の向上やレクリエーションの場を提供しています。

（２）利用について

利用時間は、午前１０時から午後４時までです。

休館日は、毎週月曜日、祝日、１２月２９日から１月３日までです。

（３）入浴について

浴室は、一般浴室と介護浴室（介護者同伴）があります。

入浴料は、１日につき１００円（回数券１１枚つづり１,０００円）です。

利用時間は、午前１０時４５分から午後３時１０分まで、入浴日は原則水曜日

または木曜日で地区によって異なります。

また、利用には事前予約が必要です。詳しくはお問い合わせください。

（４）ふれあい号（送迎車）の運行について

浴室を利用される方のために、幌別・鷲別・美園方面に送迎車を無料で運行し

ておりますので、ご利用ください。

乗降場所につきましては、お問い合わせください。

〈問い合わせ〉

老人福祉センター：電話８８－１３０３

登別市富士町７丁目１１番地１
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２０ 登別市社会福祉協議会の主な事業について

（１）第４期登別市地域福祉実践計画「きずな」の推進について

「きずな」は、地域住民が主体となり、町内会や民生委員児童委員協議会をは

じめとしたすべての関係機関・団体等が協力しながら、地域にある行政だけでは

解決しにくい多様な生活課題を解決していくための、令和４年度～令和８年度ま

での５か年で取り組む行動計画です。

市民主体の福祉のまちづくりを推進するため、地域住民の代表者や専門職で組

織する「きずな推進委員会」と「校区きずな推進委員会」において、様々な取り

組みを推進しています。

また、今年度は第５期きずな計画の策定年度です。

（２）小地域ネットワーク活動について

市や町内会、民生委員・児童委員等との連帯による、高齢や障がい等によって

支援が必要な人への、「きずな安心キット」と「きずなづくり台帳」の配布をきっ

かけとした見守りや声かけ等を基本とする、“誰もが安心して暮らすための、災

害・緊急時を意識した住民同士の支え合い・助け合い活動”を推進しています。

（３）ふれあい・いきいきサロンについて

地域のなかで、誰もが気軽に集まることのできる仲間づくり・生きがいづくり

の場として、レクリエーションや茶話会等を通じた、介護予防とふれあい交流を

推進しています。

また、緩やかな関係のもと介護予防や互いに支え合う視点を持ちながら、高齢

者をさりげなく支える人材である「サロンサポーター」を養成・設置し、活動を

推進しています。

（４）ふれあい・子育てサロンについて

子育て世帯を対象に、気軽に交流できる仲間づくりの場として、子どもをのび

のび遊ばせながら、子育ての情報交換を行う等、子育てを通じたふれあい交流を

推進しています。

（５）鍵預かりサービス事業について

ひとり暮らしや認知症の方などの自宅の鍵を福祉施設において保管し、様子が

おかしいと思われる際、地域の事業協力員によるお預かりした鍵を使った安否確

認の仕組みを市内全域で推進しています。

（６）地域拠点丸ごと支え合い事業について

登別中央ショッピングセンターアーニス２階の「あえる STATION」において、

「居場所づくり」「介護予防」「買い物支援」を一体的に行う取り組みを推進して

います。
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幌別小学校区、幌別西小学校区にお住まいの外出にお困りのひとり暮らし高齢

者等が利用できます。

（７）福祉用具貸出事業について

高齢者や障がいのある人、けがなどで一時的に福祉用具の利用が必要な人を対

象に、車いすなどの福祉用具の貸出を行っています。

また、福祉教育等を目的とした貸出も行っています。

（８）ハンズ・メイトによる衣服のリフォームサービスについて

身体の不自由な高齢者や障がいのある方を対象に、衣服を自分で脱ぎ着しやす

く、介護しやすいよう衣服のリフォームを行っています。

〈問い合わせ〉

登別市ボランティアセンター（登別市社会福祉協議会内）：電話８８－２０８０

（９）生活あんしんサポートセンターについて

①心配ごと相談事業

日常生活の困りごと相談に応じ、適切な助言や援助を行います。金銭や負債、

心の問題などの様々な相談の窓口として、住み慣れたまちで安心して日常生活が

送れるように支援します。

②日常生活自立支援事業について

日常生活における判断に不安がある方に対し、福祉サービス利用援助、日常の

金銭管理（支払や預貯金の引き出しなど）、書類の預かり（通帳・印鑑など）を

本人の状態に応じて提供し、自立した生活を送ることが出来るように支援します。

③生活福祉資金貸付事業について

他の貸付制度を利用することができない低所得世帯や障がい者、高齢者世帯に

対し、状況に応じて総合支援資金、福祉資金、教育支援資金、不動産担保型生活

資金の貸付を行い、経済的自立と生活の安定を目指します。

また、１０月から３月の間、高齢者世帯等を対象に暖房費など冬期の生活に必

要な資金（特別生活資金）の貸付も行っています。（貸付の条件や対象について

の詳細は担当までお問い合わせください）

④たすけあい金庫貸付事業について

生活保護受給までの応急生活費として上限５万円の貸付を行います。

⑤生活困窮者等に対する安心サポート事業について

市内の社会福祉法人に生活相談窓口を設置し、関係機関や制度へのつなぎや必

要な場合には食料品や日用品の支給を行います。
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⑥応急生活支援事業について

緊急を要する場合の生活用品の貸し出しや一定期間分の食料の提供等を、民生

委員児童委員協議会との共同で行います。

⑦法人後見事業

判断能力が低下した方に対し、家庭裁判所からの審判を受け、法定後見の受任

による本人の財産管理や契約行為、身上保護等を行います。

⑧修学旅行お小遣い助成事業

市内に居住する就学援助制度を利用している世帯等の児童・生徒の修学旅行の

お小遣いの一部を助成します。（要申請）

〈問い合わせ〉

生活あんしんサポートセンター（登別市社会福祉協議会内）：電話８３－７３７９

登別市片倉町６丁目９－１ 総合福祉センター しんた２１内

（１０）登別市ボランティアセンターについて

ボランティアをしたい人とボランティアを必要としている人との橋渡し役や、

ボランティアの情報提供をしています。

また、ボランティアに関するさまざまな研修会や福祉豊かなまちを目指し、

様々な学習テーマを通して身近な福祉について考える「出前福祉講座」をボラン

ティア団体や関係機関等などと協働し、講座に関わるすべての人が福祉について

学び合えるよう希望にあわせたコーディネートを行います。

ボランティア活動に関する相談は、お気軽に連絡ください。

〈問い合わせ・手続き先〉

登別市ボランティアセンター（登別市社会福祉協議会内）：電話８８－２０８０
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２１ 聴覚などに障がいのある方の１１９番通報のおしらせ

消防では、耳や声の不自由な方が、火事やガスの事故、救急車が必要になったと

きのために、ファクスでの１１９番受け付けを行っています。

１１９番専用ファクス用紙については、登別市消防庁舎、消防署東支署庁舎、障

がい福祉グループ、各支所窓口でお渡ししています。また、市公式ウェブサイト

「防災・救急」→「消防本部・消防署」→「聴覚などに障がいのあるかたの 119 番

通報」から１１９番ファクス用紙をダウンロードできます。

あらかじめ、お名前やご住所などを記入しておくと、いざという時すぐに送信で

きます。

また、令和７年１１月２５日より、１１９番通報の受付については新たに「西い

ぶり消防指令センター」で受け付けておりますが、ファクスによる１１９番の通報

については従来どおり利用できます。

〈問い合わせ〉

登別市消防本部：電話８５－９６１１

２２ 虐待かもと思ったらすぐにお電話ください

虐待は社会全体で解決すべき問題です。あなたの１本のお電話で救われる命があ

ります。連絡は匿名で行うことも可能です。

〈問い合わせ〉

（１）こどもの虐待に関すること

こども家庭グループ（こども家庭センター）：電話８５－６６７７

室蘭児童相談所：電話４４－４１５２

全国共通ダイヤル：電話１８９「イチハヤク」

（２）高齢者の虐待に関すること

高齢・介護グループ：電話８５－５７２０

登別市地域包括支援センターあおい（愛桜）：電話８３－０５１１

登別市地域包括支援センターゆのか：電話８８－２１０６

登別市地域包括支援センター「けいあい」：電話８２－５００５

（３）障がい者の虐待に関すること

障がい者虐待防止センター（障がい福祉グループ内）：電話８５－３７３２
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２３ 『安心箱』を用意しましょう

『安心箱』とは急な入院などで、すぐに必要となる歯ブラシや下着などの身の回

り品を、あらかじめダンボール箱などに入れて、緊急事態に備えておくものです。

お年寄りはもとより一般の家庭でも、安心した毎日を送る有効な手立てになりま

すので利用しましょう。

※次ページの用紙に必要事項を記入し、ダンボール箱等に貼って使用してくださ

い。

〈問い合わせ〉

社会福祉グループ（社会福祉担当）：電話８５－１９１１
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　　　　　　　　　保健福祉サービス等に関する窓口

 相談の主な内容  提供する主なサービス 　　 相　談　窓　口

　高齢者 に関すること ・養護老人ホームへの入所
・緊急通報システム　　　　　　 など

　高齢・介護グループ
　　８５－５７２０

・各種保健・医療・福祉サービスの紹介
・高齢者の総合相談
・家庭介護（知識・技術）方法についての
アドバイス　　　　　　              など

地域包括支援センター,.
あおい  　　 ８３－０５１１,
ゆのか  　　,８８－２１０６,
「けいあい」  ８２－５００５,

・趣味、レクリエーション活動
・入浴                                 など

　老人福祉センター
　　８８－１３０３

　障がい に関すること 　障がい福祉グループ
　　８５－３７３２

　健康 に関すること ・健康相談、健康教室、訪問
・がん検診
・予防接種　　　　　　　　　　　   など

　健康推進グループ
　（総合福祉センター
　　　　　（しんた２１内））
　　８５－０１００

　介護保険 に関すること ・介護サービスの手続き
・認定審査（介護の必要性の有無
　　　　　　　　　　　    その程度など）
・制度やサービス利用に関する相談    など　　　　　　　　　　　　　　　

　高齢・介護グループ
　　８５－５７２０

・身体障害者手帳　
・療育手帳
・精神障害者保健福祉手帳
・特別障害者手当
・障害児福祉手当　
・福祉手当
・重度心身障害児介護手当
・障害者扶養共済制度
・補装具　
・日常生活用具
・障がい者自動車改造費助成　
・障がい者自動車運転免許取得費助成
・盲導犬取得費助成
・身体障害者自動車燃料費助成
・自立支援給付サービス
・自立支援医療
・地域生活支援事業　　　　　   など　　
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　生活保護 に関すること ・生活扶助
・住宅扶助
・医療扶助　　　　　　　　　　         など

　生活支援グループ
　　８５－２００８

　生活困窮者支援
              に関すること

・生活相談
・住居確保給付金
・「ひきこもり」に関する相談　   　など

　社会福祉グループ
　（生活支援相談室）
　　８５－１９１１

　国民健康保険
              に関すること

・加入、喪失手続き
・高額療養費
・特定健診、保健指導
・短期人間ドック、脳ドック、バスドック
・納税相談　　　　　　　　　　　    　など

　国民健康保険
                グループ
　　８５－１７７１　

　医療費助成等
             に関すること

・子ども医療費助成
・重度心身障害者医療費助成
・ひとり親家庭等医療費助成
・未熟児養育医療の給付　　　　　など

　年金・長寿医療
                グループ
　　８５－２１３７

 年　金　　　
 後期高齢者医療
           　に関すること

・後期高齢者医療
・国民年金　　　　　　　　　　　　    など

　年金・長寿医療
                グループ
　　８５－２１３７

・健康診査
・短期人間ドック、バスドック
・歯科健診
・保健指導　　　　　　　　　　　　　　など

  健康長寿グループ
　　５７－１０７５

　妊産婦や
　こどもの健康等
             に関すること

・こどもの虐待相談                   など

　こども家庭グループ
　（こども家庭センター）
　　８５－６６７７

・妊婦健康診査
・産婦健康診査
・乳幼児健康診査
・乳幼児訪問                           など

　こども家庭グループ
　（こども家庭センター）
　（総合福祉センター
　（しんた２１内））
　　８５－０１００

 ボランティア
 福祉全般
                に関すること

・地域福祉活動の推進
・ボランティア活動支援              など

　社会福祉協議会
　（総合福祉センター
　　　　　（しんた２１内））
　　８８－０８６０

　　　☆　お　気　軽　に　お　問　い　合　わ　せ　く　だ　さ　い　☆



＊このしおりは、令和８年４月１日現在で作成したものです。

＊「障害」と「障がい」の表記については、「害」という漢字が持つ意味な

どを考慮し、法令名や固有名詞等を除き「害」の漢字をできるだけ用いな

いこととしています。

＊制度の改正などにより内容が変更になる場合がありますので、詳しくは各

担当グループにお問い合わせください。

令和８年度版

福祉のしおり

発行 登別市福祉事務所


